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総  則 
 

その他 

 

１．小運搬について 

（ａ）生コンクリート 

生コンクリートの小運搬は、人力運搬工の小車運搬歩掛（土砂）を使用する。 

（ｂ）歩掛に小運搬 20ｍが含まれている場合 

歩掛中に含まれている小運搬とは、現場内で発生する小運搬で、下図のとおり運用する。 

 

 工事延長 Ｌ＝80ｍ  

                

                

                

                

               ○は仮置き場所 

 ○   ○   ○   ○  

 10 20 20 20 10  

                

                

 

（ｃ）小運搬を別途計上する場合 

道路幅員等が狭く、車により直接搬入が困難な場合は、別途小運搬を計上することができ

る。 

 工事延長 Ｌ＝80ｍ 30ｍ  

                 

                 

                 

               

               
○ 

                 

                ○は仮置き場所

小運搬距離＝30＋80／2＝70ｍ  

 

２．水替え日数の算出について 

水替え日数は、水替え対象数量を作業日当たり標準作業量で除して（少数以下切り上げ）算

出こと。 

なお、水替え対象数量は、原則として L.W.L＋0.3ｍまでの数量とする。 

 

３．建設副産物について 

建設副産物対策と建設工事公衆災害防止対策要綱のⅠ．建設副産物実施要領を遵守し、適正

な設計積算を行うこと。 

 

４．再生材の利用について 

建設副産物対策と建設工事公衆災害防止対策要綱のⅢ．建設発生剤の利用指針を遵守し、適

正な設計積算を行うこと。 
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５．潮待ち補正について 

海岸又は干潮河川における掘削及び床堀作業で潮待ち作業を考慮する必要がある場合は、３

割以内の歩増（労務歩掛）をすることが出来る。なお潮待ち作業とは、朔望平均満潮面以下に

おける作業をいう。 

また、基礎工、コンクリート打設及び石積工等における歩増もこの基準を準用する。 

 
第 4－6 表 潮待作業における仮締切方法別による歩増表 

仮締切方法 
仮締切なし 完全仮締切 不完全締切 

仮 締 切 高 さ － Ｈ.Ｗ.Ｌ以上 H.W.L～M.S.L Ｍ.Ｓ.Ｌ以下

Ｈ.Ｗ.Ｌ以下に

ついて行う。切

取・床掘等の潮待

の 歩 増 率 

施工基面が 

①Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ以下････････30％以内

②Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ～Ｍ.Ｓ.Ｌ･･20％以内

③Ｍ.Ｓ.Ｌ以上･･･････････10％以内

0 10％以内 20％以内 

床 掘 範 囲 Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ以下を床掘 
Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ

以下床掘 

仮締切高さ

以下床掘 

仮締切高さ

以下床掘 

概  略  図 

 

（注）１．締切方法は潮位差，波高，波力，地形，土質及び工事の形態等を充分検討の上決

めること。 

２．波ごろし等は必要に応じて計上してよい。締切を行い，かつ波ごろしを設ける場

合は両方の組合せをよく検討の上，不経済とならないようにすること。 

３．各潮面は次のとおり， 

Ｈ.Ｗ.Ｌ･･･････････････････朔望平均満潮面 

Ｍ.Ｓ.Ｌ･･･････････････････平均水面 

Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ････････････････平均干潮面 

Ｌ.Ｗ.Ｌ･･･････････････････朔望平均干潮面 

４．平均干潮面（Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ）の設定されていないものについては，平均干潮面は平

均水面（Ｍ.Ｓ.Ｌ）と朔望平均干潮面（Ｌ.Ｗ.Ｌ）との 1/2 の水面とする。 
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工事費の積算 
 

① 直接工事費 

 

１ 材 料 費 

材料費は，工事を施工するために必要な材料の費用とし，その算定は次の(1)及び(2)による

ものとする。 

(1) 数  量 

数量は，標準使用量に運搬，貯蔵及び施工中の損失量を実状に即して加算するものとする。 

(2) 価  格 

「一般土木資材単価」の「［１］資材単価」の「資材単価の決定について」（p 総-1）

を参照。 

 

２ 見積歩掛 

○工事関係 

１．徴収した見積を基に歩掛の採用は、下記による。 

・徴収した見積のうち異常値は除外する。 

なお、異常値とは、徴収した全ての見積額の平均値を中心に、±３０％の範囲を超

えるもの。 

２．歩掛は、異常値を除いた 低額の見積を採用。 

３．徴収した見積の比較は総価により判断するものの、見積における労務者単価が本県と

異なる場合は、各作業の歩掛を単価比率により補正する。 

 

○業務関係 

１．徴収した見積を基に歩掛の採用は、下記による。 

・徴収した見積のうち異常値は除外する。 

なお、異常値とは、徴収した全ての見積額の平均値を中心に、±３０％の範囲を超

えるもの。 

２．歩掛は、異常値を除いた 低額の見積を採用。 

３．徴収した見積の比較は総価により判断するものの、見積における労務者単価が本県と

異なる場合は、各作業の歩掛を単価比率により補正する。 

４．建設コンサルタント業務の技術者的難易度については、見積条件として発注者が定め

る。また、歩掛がある工種や旅費交通費等については、本県の積算の考え方に基づくも

のとして、見積による歩掛の算定から除外する。 

 

３ 端数処理 

（１）端数処理 

１) 単価表及び内訳書の各構成要素の数量×単価＝金額は 1 円までとし，1 円未満は切り捨

てる。 

２) 共通仮設費の率計上の金額は 1,000 円単位とし，1,000 円未満は切り捨てる。 

３) 現場管理費の金額は 1,000 円単位とし，1,000 円未満は切り捨てる。 

４）一般管理費の金額は 1,000 円単位とし，1,000 円未満は切り捨てる。 

 

４ 注意事項 

(１) 歩掛の中で率計上となっている諸雑費について 

諸雑費は、雑材料、小器材の費用等について、積算の繁雑さを避けるため率計上するも

のである。 

計上にあたっては、所定の諸雑費率の限度いっぱいとする。 
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② 間接工事費 

 

１ 橋梁の支承の諸経費の取扱い 

橋梁支承（鋼製、ゴム）の諸経費の取扱いは下記表による。 

新設・補修 橋   種 共通仮設費 現場管理費 一般管理費 

鋼橋 × × ○ 
新設 

ＰＣ橋 ○ ○ ○ 

鋼橋 ○ ○ ○ 
補修 

ＰＣ橋 ○ ○ ○ 

○は対象とする  ×は対象としない 

２ 運 搬 費 

離島地区における本土からの重機分解組立による運搬については、往復の場合、フェリー運

賃を４回（２×２）回別途計上する。 

トラック台数については、表１により算出する。 

 

表１ 

12ｔトラック換算台数 

機 械 区 分 12ｔトラック換算台数算出式（台） 

ブ ル ド ー ザ ０．０６８０Ｗｋ＋０．５３ 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 系 

（ 基 本 ブ ー ム 装 備 ） 
０．０９４６Ｗｋ－０．２７ 

トラッククレーン機械式 

（ 基 本 ブ ー ム 装 備 ） 
０．０７０８Ｗｋ－１．０７ 

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機 ０．０９６３Ｗｋ－０．２３ 

オールケーシング掘削機ク

ロ ー ラ 式 
０．０８８５Ｗｋ＋０．０４ 

地 盤 改 良 機 械 ０．０７９９Ｗｋ＋０．８３ 

トラッククレーン油圧式 ０．０５８７Ｗｋ－１．００ 

オールケーシング掘削機据

置 式 ・ 前 旋 回 型 
０．０４６０Ｗｋ＋２．５８ 

～30ｔ吊り 
 

０．０５Ｌ 
 

中間ブームクローラクレー

ン系及びトラッククレーン

機 械 式 35ｔ吊り～ ０．１０Ｌ 

（注）１．Ｗｋは機械質量であり，「請負工事機械経費積算要領」別表第１に記載されている機械質量とする。 

２．Ｌは中間ブーム長であり，装着ブーム長から基本ブーム長（表 6.10）を減じて求める。 

３．算出された換算台数は，小数第２位を四捨五入し，小数第１位止めとする。 

 

機 械 名 
吊り能力 

ｔ吊り以上～ｔ吊り未満
基本ブーム長 摘  要 

～ ５０  ９．０ 注）35ｔ吊りは 9.5ｍ 

５０～１００ １２．０  
クローラクレーン系 

機械ロープ式 
１００～ １８．０  

～ ５０ １０．０  

５０～１００ １３．０  
クローラクレーン系 

油圧ロープ式 
１００～ １８．０  

～ ５０  ９．０ 注）35ｔ吊りは 9.5ｍ 

５０～１００ １２．０  
トラッククレーン 

機械式 
１００～ １５．０  
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３ 安 全 費 

安全費における交通誘導員の計上について 

１．安全費の中で積み上げ計上すべき交通誘導員の考え方について 

計上する場合の基準 

①地元警察署との協議，あるいは地元説明会などで交通誘導員を配置するよう条件が

付された場合。 

②条件は付されていないが，市街地の工事で，交通頻繁な道路上での交通規制，ある

いは歩行者が多い（通学路等）歩道の迂回などが必要で特に交通誘導員を必要とす

る場合。 

２．交通誘導員の積算職種について 

平成８年度までは，普通作業員で計上していたが，平成９年度発注分からは，交通誘

導員で計上する。 

３．交通誘導員の計上数量について 

①交通誘導員の数量については，交通誘導員の必要となる期間の作業工程を作成し，

作業工程ごとの数量を標準作業量で除して，必要延べ数量を算定する。 

②工事数量の増減や，新たに交通誘導員を配置させる場合など，発注者側の指示によ

る場合以外は，変更しないものとする。特に出面等による変更はしない。 

③計上数量は，材料の数量と同等とし，縦覧の参考資料に数量を表示する。 

４．現道工事における交通整理員の資格要件について 

特に交通頻繁な現道上での，舗装修繕工事，現道拡幅工事，歩道設置工事，橋梁架設

工事等で交通切替又は交通規制が必要な工事については，原則として交通誘導警備検定

合格者（１級又は２級）を配置することとする。 

ただし，交通誘導警備検定合格者を配置できない場合は，監督職員が警備員名簿及び

教育実施状況などに関する資料により，交通誘導に関し専門的な知識及び技能を有する

警備員等と認めたものについてはこの限りではない。 
資   格 資   格   要   件 

１・２級交通誘導警備検定

合格者 

交通誘導警備に関して，公安委員会が学科及び実技試験をもって専門的

な知識・技能を有すると認めたもの 

交通誘導に関し専門的な

知識及び技能を有する警

備員等 

・警備業法における指定講習を受講したもの 

・警備業法における基本的教育及び業務別教育（警備業法第２条第１項

第２号の警備業務）を現に受けているもので，交通誘導に関する警備

業務に従事した期間（実務経験年数）が１年以上であるもの 

積算については，交通誘導警備検定合格者を配置する場合も，通常の交通整理員（検

定合格者以外）を配置する場合も，同じ職種の単価を採用する。 
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４ 「処分費等」の取扱い 

「処分費等」とは，下記のものとし，「処分費等」を含む工事の積算は，当該処分費等を直接

工事費に計上し，間接工事費等の積算は，表のとおりとする。 

１）処分費（再資源化施設の受入費を含む） 

２）上下水道料金 

３）有料道路利用料 

区 分 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）
＋準備費等に含まれる処分費」に占め
る割合が３％以下でかつ処分費等が
３千万円以下の場合 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）
＋準備費等に含まれる処分費」に占め
る割合が３％超える場合または処分
費等が３千万円を超える場合 

共 通 
仮 設 費 

全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）
＋準備費等に含まれる処分費」に占め
る割合の３％とし，３％を超える金額
は，率計算の対象としない。ただし，
対象となる金額は３千万円を上限と
する。 

現 場 
管 理 費 

全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）
＋準備費等に含まれる処分費」に占め
る割合の３％とし，３％を超える金額
は，率計算の対象としない。ただし，
対象となる金額は３千万円を上限と
する。 

一 般 
管理費等 

全額を率計算の対象とする。 

処分費等が「共通仮設費対象額（Ｐ）
＋準備費等に含まれる処分費」に占め
る割合の３％とし，３％を超える金額
は，率計算の対象としない。ただし，
対象となる金額は３千万円を上限と
する。 

（注）１．上表の処分費等は，準備費等に含まれる処分費を含む。 

なお，準備費等とは，運搬費，準備費，安全費，役務費，技術管理費，営繕費をいう。 

２．これにより難い場合は別途考慮するものとする。 

 

５ 「長崎県産業廃棄物税相当額」の取扱い 

「長崎県産業廃棄物税相当額」の間接工事費等の積算は，「長崎県産業廃棄物税相当額」は率

計算の対象としない。 
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数 値 基 準 
１ 数値基準 

設計書の表示単位及び数位は原則として次のとおりとする。 

(1)．設計表示単位及び数位は，別表に示すとおりとする。 

(2)．設計数量が設計表示数位に満たない場合及び，工事規模，工事内容等により，設計表示

数位が不適当と判断される場合は（小規模工事等）有効数位第１位の数量を設計表示数位

とする。 

(3)．数値基準以外の項目について，設計表示単位及び数位を定める必要が生じたときは工事

規模，工事内容及び数値基準等を勘案して適正に定めるものとする。 

(4)．数量計算過程においての数量は，四捨五入とし，設計計上数量は，設計表示数位に切り

捨てして求めるものとする。 

(5)．設計表示単位及び数位の適用は各細別毎を原則とし，工種・種別は１式を原則とする。 

(6)．契約数量は設計計上数量とする。但し工事目的物以外で，指定仮設等数量明示が必要な

種目以外は１式計上する。 

(7)．設計表示単位及び数位は設計図書に添付するものとする。（土質調査，測量業務関係等

は除く） 

(8)．設計表示数位に満たない設計変更は契約変更の対象としないものとする。 

(9)．単価契約には設計表示単位及び数位は適用しない。 
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設 計 変 更 
 

１ 一 般 事 項 

(1) 設計変更で数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。 

(2) 設計変更時における現場管理費の補正については，工事区間の延長，工期の延長短縮等

により当初計上した補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上

記条件の変更等により補正できることとなった場合は設計変更の対象として処理するもの

とする。 

 

２ 設計変更における材料単価及び歩掛施工条件等の取り扱いについて 

(1) 工事増量の場合は，新単価（変更指示時点単価）により積算するものとする。 

ただし，現地の取り合い等の都合により増量する場合は，旧単価（当初設計時点単価）

により積算するものとする。 

(2) 工事減量の場合は，その減量分に対する旧単価（当初設計時点単価）により積算するも

のとする。 

(3) 当初契約工種において，当初契約材料の規格・寸法のみが変更となった場合は旧単価（当

初設計時点単価）で積算する。 

(4) 新単価（変更指示時点単価）とした場合は，材料単価，労務単価，機械損料及び歩掛の

全てを新単価（変更設計時点単価）により積算するものとする。 

(5) 歩掛条件等については，変更指示時点の残工事量で歩掛の施工条件等を判断し積算する

ものとする。その際，変更指示時点前の出来高分については，当初設計時点の施工条件等

により積算する。 

ただし，現地の取合等の都合により増量する場合は，当初設計時点の施工条件により積

算する。 

 

３ 設計変更の計算例 

請負工事の設計変更は，官積算により，次の方法で行うものとする。 

・設計額 

設計変更の際，元設計および変更設計の種別，細別等の金額は全て官積算額とする。 

・設計変更の要領 

設計変更の積算は，次の方法により行う。 

第１回変更設計額 

工事価格(落札率を乗じた額)＝請負額／当初官積算額×第１回変更官積算工事価格 

第１回変更設計額＝工事価格(落札率を乗じた額)× (１＋消費税率) 

 

第２回変更設計額  

工事価格(落札率を乗じた額)＝第１回変更請負額／第１回変更官積算額×第２回変更

官積算工事価格 

第２回変更設計額＝工事価格(落札率を乗じた額)×(１＋消費税率) 

 

第３回変更設計額  

工事価格(落札率を乗じた額)＝第２回変更請負額／第２回変更官積算額×第３回変更

官積算工事価格 

第３回変更設計額＝工事価格(落札率を乗じた額)×(１＋消費税率)  
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(例) 当初官積算額 105,000 千円 請負額 102,900 千円 

第１回変更官積算額工事価格 115,000 千円 

工事価格(落札率を乗じた額)＝102,900／105,000×115,000＝112,700 千円 

第１回変更設計額 ＝112,700×(1＋0.05)＝118,335 千円 

 

第２回変更官積算額工事価格 105,000 千円 第１回変更請負額 118,335 千円 

工事価格(落札率を乗じた額)＝118,335／115,000×(1+0.05) ×105,000＝102,900

千円 

第２回変更設計額 ＝102,900×(1＋0.05)＝108,045 千円 

 

第３回変更官積算額工事価格 110,000 千円 第２回変更請負額 108,045 千円 

工事価格(落札率を乗じた額)＝108,045／105,000×(1+0.05) ×110,000＝107,800

千円 

第３回変更設計額 ＝107,800×(1＋0.05)＝113,190 千円 

 

(注) 1)変更官積算とは，官単位，官経費をもとに当初官積算と同一方法により積算

する。 

2)請負額，官積算額は消費税相当額を含んだ額。 

3)消費税率＝消費税率＋地方消費税率 
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変更設計図書の作成について 
 

 

１ 変更設計図書は、発注者が作成することが基本である。作成にあたっては、 

① 請負者から提出される確認資料を活用して作成する。 

請負者の作成した図面等の活用 

請負者は、条件変更等の確認資料として、次の資料を提出する。 

（土木工事共通仕様書 １－１－３） 

・現地地形図 

・設計書との対比図 

・取り合図 

・施工図等 

 

請負者の作成する施工図の範囲を明確にする。

別紙例示資料参照 

 

② 構造計算を伴うものは、コンサルタント等を活用して作成する。 

ａ 構造計算等に瑕疵がある場合。 

・設計業務受託者へ修補させる。 

ｂ 新たに構造計算等が必要になった場合。 

・当初設計業務受託者等へ別途発注により図面等を作成させる。 

 

２ 数量計算 

① 上記１の①の請負者作成範囲は、請負者が数量計算する。 

② 上記１の②はコンサルタント等が数量計算する。 
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１ 甲と乙の業務分担について 

(１)工事請負契約書 

第 18 条（条件変更等） 

乙は、工事の施工に当たり、次の各号の一に該当する事実を発見したときには、その旨を

直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これ

らの優先順位が定められている場合を除く。） 

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること 

三 設計図書の表示が明確でないこと 

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又

人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと 

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が

生じたこと 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら前項各号に掲げる事実を発見し

たときは、乙の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、乙が立会いに応じ

ない場合には、乙の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 甲は、乙の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要があると

きは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後 14 日以内に、その結果を乙に通知しな

ければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらか

じめ乙の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認められ

るときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。 

一 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があるもの 

→甲が行う 

二 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事工作物の変更を伴うもの 

→甲が行う 

三 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事工作物の変更を伴わない

もの 

→甲乙協議して甲が行う                                

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、甲は、必要があると認

められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは必要な費用

を負担しなければならない。 

第 19 条（設計図書の変更） 

甲は、必要があると認められるときは、設計図書の変更内容を乙に通知して、設計図書を

変更することができる。この場合において、甲は、必要があると認められるときは工期若し

くは請負代金額を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければなら

ない。 

 

(２)建設工事共通仕様書 

１－１－３ 設計図書の照査等 

１ 省 略 

２ 請負者は、施工前及び施工途中において、契約書第 18 条第１項第１号から第５号に係わ

る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事実が確認できる

資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。なお確認できる資料とは、現場

地形図、設計図との対比図、取り合い図、施工図等を含むものとする。また、請負者は監

督職員から更に詳細な説明又は書面の追加の要求があった場合は従わなければならない。 

１－１－17 設計図書の変更 

１ 設計図書の変更とは、入札に際し、発注者が示した設計図書を、請負者に行った工事の

変更指示に基づき、発注者が修正することをいう。 
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１－１－23 数量の算出及び完成図 

１ 請負者は、出来形数量を算出するために出来形測量を実施しなければならない。 

２ 請負者は、出来形測量の結果をもとに、土木工事数量算出要領（案）及び設計図書に従

って、出来形数量を算出し、その結果を監督職員に提出しなければならない。 

出来形測量の結果が、設計図書の寸法に対し、建設工事施工管理基準、長崎県土木工事

検査基準、長崎県建築工事検査基準及び規格値を満たしていれば、出来形数量は設計数量

とする。なお、設計数量とは、設計図書に示された数量及びそれを基に算出された数量を

いう。 

３ 請負者は、出来形測量の結果及び設計図書に従って完成図を作成し、監督職員に提出し

なければならない。 

１－１－42 工事測量及び事前調査 

１ 請負者は、工事契約後すみやかに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点の設置

及び用地境界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書に

示されている数値と差異を生じた場合は、監督職員の指示を受けなければならない。なお、

測量標（ＢＭ）及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、監督職員の指示を受

けなければならない。また請負者は、測量結果を監督職員に提出しなければならない。 
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工事請負契約書における条件変更に伴う設計変更手続き 

発  注  者 請  負  者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事測量及び事前調査

設 計 図 書 の 照 査 等

共通仕様書 1-1-42 

共通仕様書 1-1-3 

第 18 条 （条件変更等） 

一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの優先順位が

定められている場合を除く。） 

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること 

三 設計図書の表示が明確でないこと 

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な施工

条件と実際の工事現場が一致しないこと 

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することができない特別な状態が生じたこと 

[契約書] 

上記の一つに該当する事実を発見 上記の一つに該当する事実を発見 

甲：調査の実施

乙：立会い 

第 18 条第 2 項 第 18 条第 1 項 

書面により通知し確認を 

求める（事実が確認でき 

る資料を添付） 第 18 条第 1項

第 18 条第 2 項
共通仕様書 1-1-3 

意見

受理
調査結果の通知（調査の終了後 14 日以内）

（とるべき措置の指示含む） 

第 18 条第 3 項 

第 18 条第 3 項

第 18条第 1項

の該当号は？ 

工事目的物の変

更を伴うか？ 

第 18 条第 4 項

第 18 条第 4 項第 2号

第 18 条第 4 項第 3号

協  議 第 18 条第 4 項第 3号

設計図書の変更設計図書の訂正 

必要があると認められるときは 

工期若しくは請負代金額を変更 

第 18 条第 4 項第 1号 
第 18 条第 4 項第 2号

第 18 条第 4 項第 3号

協議 

①工期の変更 

②請負代金額の変更

第 23 条

第 24 条

第 18 条第 5 項 

1～3 号 

4･5 号 



 

共-14 

（３）変更設計図の作成業務分担 

項  目 発 注 者（甲） 請 負 者（乙） 

契約書第１８条に

より、事実を発見

し た 場 合 

 

契約書 第 18 条第２項 

  ・調査の実施 

  （乙の立ち会いの上） 

 

 

 契約書 第 18 条第３項 

  ・調査の結果の通知 

  （とるべき措置の指示を含む） 

長崎県建設工事共通仕様書 1-1-42 

（工事測量及び事前調査） 

用地境界、中心線、縦断、横断測量

を実施し設計図書と確認する。 

 

契約書 第 18 条第 1 項第 2 号 

（設計図書に誤謬及び脱漏） 

長崎県建設工事共通仕様書 1-1-3 

（設計図書の照査） 

・設計一般図のチェック。 

・構造物の安定・応力計算、配筋チ

ェックをする。 

 

 

 

 

契約書 第 18 条第 1 項第 4 号 

（工事現場の形状等、施工条件） 

長崎県建設工事共通仕様書 1-1-3 

（設計図書の照査） 

事実が確認できる資料の提出をし、

確認を求める。 

例示について、「変更設計図面作成に

おける乙側の施工図の範囲」を参照。

事実を確認後設計

図書の訂正、変更 

契約書 第 18 条第 4 項 

（設計図書の訂正、変更） 

① 第 1 項第 1 号から第 3 号に該当

する設計図書の訂正 

② 第１項第４号から第５号に該当

する設計図書の変更（工事工作物

の変更を伴うもの） 

③ 第１項第４号から第５号に該当

する設計図書の変更（工事工作物

の変更を伴わないもの） 

上記全て甲が行う 

長崎県建設工事共通仕様書 1-1-17 

（設計図書の変更等） 

・発注者が修正する。 

※設計図書の訂正、変更は乙側の施

工図等を参照 

長崎県建設工事共通仕様書 1-1-3 

（設計図書の照査等） 

・更に詳細な説明又は書面の追加の

要求があった場合は従う。 

数 量 の 算 出 

変更設計数量算出 

・請負者の出来形数量計算書を参考に

変更 数量を算出する。 

 

長崎県建設工事共通仕様書 1-1-23 

（数量の算出及び完成図） 

設計数量をもとに出来高数量を算出

（出来形数量計算書）し、提出する。
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変更設計図作成における乙側の施工図の範囲 

工種区分 細    別 変   更   内   容 乙 甲 

・縦断、横断図の現地盤線の変更図 ○  
道 路 土 工 

切 土 工 

盛 土 工 ・岩質変化線の変更図 ○  

・法面展開図と現地法面とが食い違っている場合

の変更展開図 
○  

モ ル タ ル 吹 付 

コンクリート吹付 

厚 層 基 材 吹 付 
・新たな法面処理が生じた場合の法面吹付標準構

造図及び法面展開図 
○ 

○ 

工法

決定法 面 工 

法 枠 工 

プ レ キ ャ ス ト 

現 場 吹 付 

現 場 打 

・法面展開図と現地法面とが食い違っている場合

の変更展開図 
○  

・現地地形の変動、又は現地取合せの関係で追加

或いは減少が生じた場合の変更図 
○  

・当初土羽で設計していたが現地用地を確認した

結果、ブロック積擁壁で施工する必要が生じた

場合の構造図及び展開図（標準設計活用可能） 

○ 

○ 

工法

決定

ブ ロ ッ ク 積 工 

・背面土砂の変更に伴う裏込材及び裏込コンクリ

ート等の変更構造図（標準設計活用可能） 
○  

・現地地形の変動、又は現地取合わせの関係で追

加或いは減少が生じた場合の変更図 
○  

・既設構造物に同一断面で継ぎ足す場合、その断

面等に誤りがある場合の変更図 
○  

・当初の地盤改良を現地地質状況に併せて変更す

る場合の変更図 
○ 

○ 

判断

・地元要望等により、法尻に水路が必要になった

場合の水路及び小型重力式擁壁の構造図（標準

設計活用可能） 

○ 

○ 

工法

決定

重 力 式 擁 壁 

も た れ 擁 壁 

・当初土砂基礎で計画していたが、一部岩盤（中

硬岩等）になり標準設計の活用によりフーチン

グ構造の変更が可能である場合の変更構造図 

○  

・床掘の結果、直接基礎に置換コンクリートを追

加する必要が生じた場合の置換コンクリート

等の構造図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

擁 壁 工 

逆 Ｔ 式 擁 壁 工 

・主鉄筋等の配筋図を取り違えていた場合の変更

配筋図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

・現地取合いでウイング構造に一部変更が生じた

場合の変更構造図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

・当初岩盤基礎であったが、土砂基礎になり杭基

礎（標準設計活用可能）が必要になった場合の

変更構造図 

 ○ 
現 場 打 函 渠 工 

・床掘の結果、置換基礎が必要になった場合の変

更構造図 
○ 

○ 

判断

函 渠 工 

プレキャスト函渠 
・現地地形の変動、又は現地取合わせの関係で追

加或いは減少が生じた場合の変更図 
○  
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工種区分 細    別 変   更   内   容 乙 甲 

・直接基礎のおいて、土基礎から岩基礎に変更に

なった場合の変更構造図 
○  

・既成杭基礎において、試験杭の施工により本杭

の変更が生じた場合の変更構造図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

・床掘の結果、直接基礎に置換コンクリートを追

加する必要が生じた場合の置換コンクリート

等の構造図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

基 礎 工 

・当初開削工法で計画していたが、土質の変更に

より締切矢板等が必要になった場合の構造図 
 ○ 

・主鉄筋等の配筋図を取り違えていた場合の変更

配筋図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

橋梁下部工 

橋 台 ・ 橋 脚 工 

（ 躯 体 工 ） 
・軽微な応力計算の伴わない配筋の変更が生じた

場合の変更配筋図 
○  

・鋼橋製作に伴う承認図 ○  

鋼 橋 製 作 工 ・架設工法等により、部材の補強等が必要になっ

た場合の変更構造図 
○ 

○ 

判断

ＰＣポステン桁 
・請負者側で、工場製作による分割プレキャスト

化する場合の構造計算及び変更構造図 
○  

鋼 橋 架 設 工 
・架設工法の変更により、ベント基礎等に変更が

生じた場合の変更構造図 
○ 

○ 

判断

橋梁上部工 

床 版 工 
・排水桝設置箇所等の変更に伴う補強鉄筋の変更

配筋図 
○  

横断歩道橋 歩 道 橋 架 設 
・交通切廻等の変更により製作ブロック割の変更

が生じた場合の変更構造 
○ 

○ 

判断

舗 装 工 
・現場ＣＢＲによる舗装構造の変更に伴う変更構

造図 
○ 

○ 

判断

オ ー バ レ イ 工 

・当初オーバレイで計画していたが、現地状況か

ら打換する必要が生じた場合の打換断面図及

び施工範囲図 

○ 
○ 

判断

取付道路摺付工 

・取付道路の地盤高の違い、或いは施工面積の違

いにより、摺付舗装の構造等が変わった場合の

変更図 

○ 
○ 

判断

舗 装 工 

橋 面 舗 装 工 
・当初橋面の防水工は計画していなかったが、防

水の必要が生じた場合の施工図 
 ○ 

・現地取合いで防護柵延長が変更になった場合の

変更図 
○  

防 護 柵 工 
ガードレール工 

ガードパイプ工 ・当初計画していなかったが、新たに設置の必要

が生じた場合の構造図 
○ 

○ 

判断

・前後の既設水路と断面が違うなど、側溝断面が

変わる場合の変更構造図 
○ 

○ 

判断

・現地地形図等の違いから施工延長が変わる場合

の変更図 
○  

・側溝嵩上で既設断面の違い、又は延長等の違い

があった場合の変更図 
○  

排 水 工 側 溝 工 

・新たに湧水箇所があり、側溝の必要が生じた場

合の構造図 
 ○ 
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工種区分 細    別 変   更   内   容 乙 甲 

・流末排水計画の見直しで新たに集水枡の新設、

或いは集水枡の構造変更等が生じた場合の変

更図 

○ 
○ 

判断
集 水 桝 

・当初コンクリート蓋で計画していたが、グレー

チング構造等に変わった場合の変更構造図 
○  

地 下 排 水 工 
・当初設計に計画していない箇所に、新たに地下

排水工の必要が生じた場合の追加図 
○ 

○ 

判断

排 水 工 

管 渠 工 
・当初土被り厚の適用を間違っていて、構造図等

が変わる場合の変更図（標準設計活用可能） 
○ 

○ 

判断

・乗入口等の追加により縁石構造の変更が生じた

場合の変更図 
○ 

○ 

判断

・当初設計の間口位置と現場が違った場合の変更

図 
○  縁 石 工 

歩 車 道 境 界 

ブ ロ ッ ク 工 

・現地取合いの関係で新たに構造図が必要になっ

た場合の追加構造図 
○  

・植栽延長の変更図 ○ 
○ 

判断

植 栽 工 植 栽 工 ・現地取合い（乗入口等の追加）による樹木の増

減、或いは計画変更による樹木の変更等の変更

配置図 

○  

公 園 工 園 路 工 ・園路計画等に変更が生じた場合の変更図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

標識設置工 標 識 設 置 
・占用埋設物件の関係で、設置場所の変更が生じ

た場合の変更構造図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

・新たに掘削補助工法が必要になった場合の補助

工法決定後の構造図の作成 
○  

掘 削 補 助 工 
・掘削工に湧水箇所があった場合における湧水対

策工法決定後の構造図の作成 
○  

トンネル工 

坑 門 工 
・現地地形の変化に伴う坑門工の一部構造変更が

生じた場合の変更図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

河 川 土 工 築 堤 ・横断図の現地盤線の変更図 ○  

・現地盤の変動、又は現地取合わせの関係で追加

或いは減少が生じた場合の変更図 
○  

河川護岸工 ブ ロ ッ ク 張 工 

・背面土砂の変更に伴う裏込材の変更構造図 ○  

根 固 め 工 根固めブロック 
・設計場所、或いは設置方法等の変更に伴う変更

構造図 
○ 

○ 

判断

・直接基礎において、土基礎から岩基礎の変更に

なった場合の変更構造図 
○  

・既成杭基礎において、試験杭の施工により本杭

の変更が生じた場合の変更構造図 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り
基 礎 工 

・床掘の結果、直接基礎に置換コンクリートを追

加する必要が生じた場合の置換コンクリート

等の構造 

○ 

計算 

なし 

○ 

計算

有り

樋門・樋管 

躯 体 工 
・軽微な応力計算の伴わない配筋の変更が生じた

場合の変更配筋図 
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工種区分 細    別 変   更   内   容 乙 甲 

仮 設 工 工 事 用 道 路 
・地元協議等から工事用道路新設の必要が生じた

場合の構造図 
 ○ 

・乙側に関係する変更設計図に関わる数量計算書 ○  
数 量 計 算 

・甲側に関係する変更設計図に関わる数量計算書  ○ 
共 通 工 

工 事 契 約 用 

変 更 図 面 

・契約変更する時点に必要な設計図面の精算的な

寸法等の修正 
○  

 



 
 
 
 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般土木編 
 

歩掛関係 



 
 



 

コンクリートブロック積工（潮待ち）（長崎県独自歩掛） 
 

１．適用範囲 

本資料は、間知ブロック積工（勾配１割未満、ブロック質量 150 ㎏／個未満）の潮待ちに適用

する。 

 

２．施工歩掛 

２－１ コンクリートブロック積工（潮待ち） 

コンクリートブロック積工（潮待ち）歩掛は、次表とする。 

 

コンクリートブロック積工（潮待ち）歩掛 

（10.00 ㎡当たり） 

数    量 

名   称 規   格 単位 
潮待ち補正

１割 

潮待ち補正 

２割 

潮待ち補正

３割 

世 話 役  人  0.11  0.12  0.13 

ブ ロ ッ ク 工  〃  0.44  0.48  0.52 

特 殊 作 業 員  〃  0.44  0.48  0.52 

普 通 作 業 員  〃  1.32  1.44  1.56 

間 知 ブ ロ ッ ク  ㎡ 10.00 10.00 10.00 

ラフテレーンク

レ ー ン 運 転

伸縮ジブ型 25ｔ吊り

排出ガス対策型 
日  0.50  0.50  0.50 

諸 雑 費 率  ％  3.00  3.00  3.00 

（注）１．諸雑費は、水抜きパイプを設置した場合の材料費であり、労務費の合計額に上表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 

２．ラフテレーンクレーンの運転は、コンクリートブロック、胴込・裏込コンクリート、

胴込・裏込材の吊上げ、吊下げ作業を含む。 

３．ラフテレーンクレーンは、賃料とする。なお現場条件等により 25ｔ吊で施工が不可

能な場合は、規格以上で最適の機種を選定するものとする。 

４．運搬距離３０ｍ程度の小運搬を含む。 

５．現場条件により特に足場が必要な場合は別途計上することができる。 

６．設置面積は調整コンクリートを含んだ面積とし、小口止、天端コンクリートは別途

計上するものとする。 

７．胴込・裏込コンクリート、胴込・裏込材工は別途計上する。（Ⅱ－２－③－２１を

参照） 

８．上記歩掛は施工規模 100 ㎡以上を対象としており施工規模が 100 ㎡未満の場合は、

単価を 15％加算する。 
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基礎・裏込砕石工，基礎・裏込栗石工（人力施工） 

  （長崎県独自歩掛） 
 

１ 適用範囲 

本資料は小運搬を必要とする場合の基礎・裏込砕石工及び基礎・裏込栗石工に適用する。 

なお，再生資材を用いる場合にも適用する。 

 

２ 施行歩掛 

２－１ 基礎・裏込砕石工歩掛 

基礎・裏込砕石工歩掛（仕上がり 10 当たり）は，次表とする。  

 

表 2.1 基礎・裏込砕石工歩掛 

（10 当たり）  

名 称 単位 基礎砕石工 裏込砕石工 

特 殊 作 業 員 人 0.3 0.3 

普 通 作 業 員 〃 1.8 2.2 

諸 雑 費 率 ％ 3.0 2.0 

（注）１．上表には，20ｍ程度の小運搬を含む。 

２．諸雑費は，突き固め機械等の機械損料及び燃料・油脂費の費用であり，労務費の合

計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

２－２ 基礎・裏込砕石の材料使用量 

材料の使用量は次式による。 

 

使用量＝設計量（仕上り量）×（1＋Ｋ）･･････式 2.1 

Ｋ：補正係数 

 

表 2.2 補正係数（Ｋ） 

材  料 補正係数 

クラッシャラン等 ＋0.20 

 

２－３ 基礎・裏込栗石工歩掛 

基礎・裏込栗石工歩掛（仕上り 10 当り）は，次表とする。  

 

表 2.3 基礎・裏込栗石工歩掛 

（10 当たり）  

基礎栗石工 裏込栗石工 
名称 単位 

敷ならし 敷並べ かき込み つき建て 

普 通 作 業 員 人 2.5 6.0 3.0 6.5 

諸 雑 費 ％ 3.0 1.0 3.0 1.0 

（注）１．護岸工の裏込栗石工において護岸平場は基礎栗石工の工種とする。 

２．「敷ならし」とは，掘削整形された床に栗石を投入し，指定の厚さに敷ならし，つき固

め仕上げる工法をいう。 

３．「敷並べ」とは，掘削整形された床に栗石をコバ立てて敷並べ，間隙充填材料を入れつ

き固め，仕上げる工法をいう。 

４．「かき込み」とは，構造物と切土又は盛土との間に栗石を投入し，つき固め仕上げる工

法をいう。 

５．「築立て」とは，構造物の裏側に栗石を積上げ，盛土を行う工法又は切土面に裏型枠代
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わりとして栗石を積上げる工法をいう。 

６．現場発生材を使用する場合は，採取及び小割手間を下表のとおり加算する。 

 
表 2.4 採取小割区分 

普通作業員（人／ ）  
分類 

採 取 小 割 採取＋小割 

軟 岩 0.3 0.1 0.4 

硬 岩 0.3 0.3 0.6 

 
７．上表には，20ｍ程度の小運搬を含む。 

８．諸雑費は，つき固め機械等の機械損料及び燃料・油脂費の費用であり，労務費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

２－４ 基礎・裏込栗石の材料使用量 

材料の使用量は次式による。 

 

使用量＝設計量（仕上り量）×（1＋Ｋ）･･････式 2.2 

Ｋ：補正係数 

 

表 2.5 補正係数（Ｋ） 

材  料 補正係数 

栗   石 ＋0.14 

（注）基礎栗石工の敷並べにおける間隙充填材料（クラ

ッシャラン等）の使用量は，栗石使用量の 20％とす

る。 
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４ 単価表 

（１） 基礎・裏込砕石工 10 当り単価表  

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

特 殊 作 業 員  人  表 2.1 

普 通 作 業 員  〃  〃 

砕    石   12 式 2.1 

諸 雑 費  式 1 表 2.1 

計     

 

（２） 基礎・裏込栗石工 10 当り単価表  

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

普 通 作 業 員  人  表 2.3 

栗 石  〃  〃 

間隙充填材料   12 
式並べの場合に計上

する。表 2.5（注） 

諸 雑 費  式 1 表 2.3 

計     

 

（３） 栗石工（現場発生材）10 当り単価表  

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

普 通 作 業 員  人  表 2.3 

諸 雑 費  式  〃 

計     
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化粧型枠工（一体型） （長崎県独自歩掛） 
 

１ 適用範囲 

本資料は，型枠と化粧型が一体となっている製品を使用する場合に適用する。 

 

２ 施工歩掛 

２－１ 化粧型枠（一体型）の設置・撤去歩掛 

化粧型枠（一体型）の歩掛は，次表とする。 

 

表 2.1 化粧型枠工（一体型）歩掛 

（100 ㎡当たり） 

名 称 規 格 単位
鉄筋構造物 

無筋構造物 
砂防用型枠

世 話 役  人  3.1  2.0 

型 枠 工  〃 15.7 13.0 

普 通 作 業 員  〃 10.0 13.0 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊

（一般型・排出型） 
日 －  2.0 

諸 雑 費 率  ％ 17.0  4.0 

（注）１．本表に化粧型枠損料は含まれていないので，別途計上すること。 

２．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

３．現場条件により上表により難い場合は，現場条件に適合した機種，規格を計上する。 

 

 
〈参考〉 

鉄筋構造物・無筋構造物の諸雑費は，鋼製型枠損料（300*1500）に供用日数（15 日）を乗じた金額を，

通常型枠の設置・撤去歩掛の諸雑費より控除し労務費で割戻した率としている。 
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土-6 

賃 料 期 間 

仮 設 工 
 

（２）仮設工の積算 

 

４) 鋼矢板の賃料期間の算定 

鋼矢板の賃料期間の算定については、下記を標準とする。 

 

 在場期間  
1/2 1/2  1/2 1/2 

 

 

 

 

 

 

賃料期間（日）＝（打込期間×１／２）＋（在場期間）＋（引抜期間１／２）＋（５日＋４日） 

（注）１．仮設材Ｈ杭についても同様の扱いにする。 

２．土留め，締切り，路面覆工等に使用される切梁腹起し覆工については打込（引抜）

日数を設置（撤去）日数と読みかえ同様の扱いとする。 

３．損料材についても同様の扱いとする。 

４．在場期間は，実作業日数に不稼働日補正α＝1.7 を乗じた日数とする。ただし，こ

れによりがたい場合は，別途考慮する。 

不稼働日とは、日曜・土曜，祝祭日，年末年始（６日），夏期休暇（３

日），日雨量 10 ㎜以上，積雪５㎝以上，風速 15ｍ以上の日をいう。 

 

     

5 日    4 日 

  

打込期間 引抜期間 
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か ご マ ッ ト 工 ( 積 工 )                 
 

１．適用範囲     

（１）本資料は､鉄線篭を使用した護岸で勾配 1:0.5  に適用する｡ 

（２）かごマットの面積は､正面投影面積（直高×延長）とする｡ 

（３）鉄線篭の厚さは 50 ㎝、幅は 1.0ｍを標準とする｡ 

〈資料１〉     

（１） 突 込 式 
Ａ 型 

 

                                    （ｍ：延長方向） 

 

蓋網､最下段かご  

ａ円／m × １組＝ ａ （円／ｍ ) 

 

中間かご 

ｂ円／m  × ｎ段＝  ｂ･ｎ （円／ｍ） 

             

正面投影面積当たり単価 

（ａ＋ｂ･ｎ）／直高  （円／㎡） 

 

 

Ｂ 型 

 

（ｍ：延長方向） 

 

蓋網､最上段かご  

ａ円／m × １組＝ ａ （円／ｍ） 

 

中間かご、最下段かご  

ｂ円／m  × ｎ段＝  ｂ･ｎ （円／ｍ） 

 

正面投影面積当たり単価  

（ａ＋ｂ･ｎ）／直高 （円／㎡） 

 

 

Ｃ 型 

 

（ｍ：延長方向） 

 

蓋網､最上段かご  

ａ円／m × １組＝ ａ （円／ｍ）  

 

中間かご、最下段かご  

ａ円／m × ｎ段＝ ａ･ｎ （円／ｍ） 

 

正面投影面積当たり単価  

（ａ＋ａ･ｎ）／直高 （円／㎡） 

 

 

                                                               

ｂ・ｎ

ａ

直
高

ｂ・ｎ

ａ

直
高

直
高

ｂ・ｎ
ａ
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〈 資料 ２ 〉     

（２） 並 列 式 
 

Ａ 型  

 

 

蓋網､最下段かご 

ａ円／m × １組＝ ａ （円／m） 

 

中間かご 

ｂ円／m  × ｎ段＝  ｂ･ｎ （円／m） 

 

根固めかご 

ｃ円／m  × １組＝  ｃ （円／m） 

 

正面投影面積当たり単価 

（ａ＋ｂ･ｎ＋ｃ）／直高 （円／㎡） 

 

 

Ｂ 型 

 

 

蓋網､最上段かご 

ａ円／m × １組＝ ａ （円／m） 

 

中間かご､最下段かご 

ｂ円／m  × ｎ段＝  ｂ･ｎ （円／m） 

 

根固かご 

ｃ円／m × １組＝ ｃ （円／m） 

 

正面投影面積当たり単価 

 

（ａ＋ｂ･ｎ＋ｃ）／直高 （円／㎡） 

 

 

Ｃ 型 

 

 

蓋網､最上段かご 

ａ円／m × １組＝ ａ （円／m） 

 

中間かご、最下段かご 

ａ円／m × ｎ段＝ ａ･ｎ （円／m） 

 

根固かご 

ｃ円／m × １組＝  ｃ （円／m） 

 

正面投影面積当たり単価 

（ａ＋ａ･ｎ＋ｃ）／直高 （円／㎡） 

 

直
高

ｃ

ｂ・ｎ
ａ

直
高

ｂ・ｎ

ａ

ｃ

直
高

ｂ・ｎ

ａ

ｃ



 

１） 突 込 式 

 
単位：350 ㎡当り(7 段の場合) 

名 称 規 格 単位 数 量 摘 要 

か ご マ ッ ト 多段タイプ ㎡ 350.00 (注) 

中 詰 用 石 材 50～150 ㎜又は 150～200 ㎜  340.20 設計量()×(1＋K) 

世 話 役  人   2.80  

特 殊 作 業 員  人   4.20  

普 通 作 業 員  人  34.65  

バ ッ ク ホ ウ 運 転 
排出ガス対策型 

クローラ型山積 0.8(平積 0.6)
時間  28.70  

吸 出 し 防 止 材 厚 10 ㎜ ㎡ 642.00 設計量(㎡)×(1＋K) 

諸 雑 費  ％   2.00  

（注）１．かごマットの面積は正面投影面積当たりとする。 

２．中詰用石材は、栗石、割栗石であること。 

３．栗石、割栗石の径は、下記の表によること。 

護岸法勾配（水平） 

～護岸法勾配（1:5） 
40 ㎝／s以下 40 ㎝／sを超え 50 ㎝／s以下 

護岸法勾配（1:3） 37 ㎝／s以下 37 ㎝／sを超え 50 ㎝／s以下 

設

計 

摩

擦

速

度 護岸法勾配（1:2） 35 ㎝／s以下 35 ㎝／sを超え 50 ㎝／s以下 

詰石材料の粒径 5 ㎝～15 ㎝ 15 ㎝～20 ㎝ 

４．上表の歩掛には、かごマット据付のための法面整形（床拵え含む）、吸出防止材設置、かご組

立・据付、補強材設置撤去、詰石、蓋設置及び現場内運搬（20ｍ程度）を含む。 

５．吸出防止材は厚さ 10 ㎜を標準とする。 

６．材料の使用数量は次式による。 

中詰用石材の使用量()＝設計量()×(１＋Ｋ) 

設計量は、かごマット容積の 90％を標準とする。 

なお、これにより難い場合は別途考慮する。 

Ｋ：補正係数 

吸出防止材の使用量(㎡)＝設計量(㎡)×(１＋Ｋ) 

Ｋ：補正係数 

 

補正係数(Ｋ) 

名 称 中詰用石材 吸出防止材 

補正係数 ＋0.08 ＋0.07 

７．諸雑費は、補強材料（単管パイプ、鉄筋等）の損料、消耗材料の費用であり、労務費と機械損

料及び運転経費の合計額に２％を乗じた金額を上限として計上する。 
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機械運転単価 

 

機 械 名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型 

クローラ型山積 0.8(平積 0.6)
機－１ 運転労務数量→0.14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸い出し防止材

5
0
0

1,000

正
面

投
影

面
積



 

２） 並 列 式 

 

単位：300 ㎡当り(６段の場合) 

名  称 規   格 単位 数 量 摘   要 

か ご マ ッ ト 多段タイプ ㎡ 300.00 (注) 

中 詰 用 石 材 50～150 ㎜又は 150～200 ㎜  340.20 設計量()×(1＋K) 

世 話 役  人   2.80  

特 殊 作 業 員  人   4.20  

普 通 作 業 員  人  34.65  

バ ッ ク ホ ウ 運 転 
排出ガス対策型 

クローラ型山積 0.8(平積 0.6)
時間  28.70  

吸 出 し 防 止 材 厚 10 ㎜ ㎡ 668.75 設計量(㎡)×(1＋K) 

諸 雑 費  ％   2.00  

（注）１．かごマットの面積は正面投影面積当たりとする。 

２．中詰用石材は、栗石、割栗石であること。 

３．栗石、割栗石の径は、下記の表によること。 

護岸法勾配（水平） 

～護岸法勾配（1:5） 
40 ㎝／s以下 40 ㎝／sを超え 50 ㎝／s以下 

護岸法勾配（1:3） 37 ㎝／s以下 37 ㎝／sを超え 50 ㎝／s以下 

設

計 

摩

擦

速

度 護岸法勾配（1:2） 35 ㎝／s以下 35 ㎝／sを超え 50 ㎝／s以下 

詰石材料の粒径 5 ㎝～15 ㎝ 15 ㎝～20 ㎝ 

４．上表の歩掛には、かごマット据付のための法面整形（床拵え含む）、吸出防止材設置、かご組

立・据付、補強材設置撤去、詰石、蓋設置及び現場内運搬（20ｍ程度）を含む。 

５．吸出防止材は厚さ 10 ㎜を標準とする。 

６．材料の使用数量は次式による。 

中詰用石材の使用量()＝設計量()×(１＋Ｋ) 

設計量は、かごマット容積の 90％を標準とする。 

なお、これにより難い場合は別途考慮する。 

Ｋ：補正係数 

吸出防止材の使用量(㎡)＝設計量(㎡)×(１＋Ｋ) 

Ｋ：補正係数 

 

補正係数(Ｋ) 

名 称 中詰用石材 吸出防止材 

補正係数 ＋0.08 ＋0.07 

７．諸雑費は、補強材料（単管パイプ、鉄筋等）の損料、消耗材料の費用であり、労務費と機械損

料及び運転経費の合計額に２％を乗じた金額を上限として計上する。 

８．この歩掛は、「土木工事標準積算基準書 第Ⅲ編河川 第２章河川維持工事 ⑫かごマット工

を参考としている。 
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機械運転単価 

 

機 械 名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型 

クローラ型山積 0.8(平積 0.6)
機－１  運転労務数量→0.14 

 

 

 

 

 

 

 

吸い出し防止材

1,000

5
0
0

正
面

投
影

面
積



 

土-13 

急 傾 斜 工 
仮設防護柵（急傾斜用） 

工
事

中
防
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柵
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落石防護柵設置工（人力施工）歩掛 
 

本資料は，落石防護柵設置工（人力施工）において，材料運搬距離が 100ｍを越える場合，または，

材料持上げ高が５ｍを越える場合の追加歩掛である。 

 

施工歩掛 

材料運搬距離が 100ｍを越える材料運搬歩掛は，次表を標準とする。 

 

表１ 材料運搬歩掛 

（設置延長 10ｍ当り） 

運  搬  距  離 （ｍ） 

規 格 名  称 単位 100＜ 

L≦120 

120＜ 

L≦140 

140＜ 

L≦160 

160＜ 

L≦180 

180＜ 

L≦200 

世 話 役 人 0.14 0.15 0.16 0.17 0.18 H=1.55 

D=3.0 普通作業員 人 0.67 0.72 0.77 0.81 0.86 

世 話 役 人 0.27 0.29 0.31 0.33 0.35 H=2.00 

D=3.0 普通作業員 人 0.89 0.96 1.02 1.09 1.15 

（注）１．運搬距離は，トラック等の入らない場所より施工箇所までの運搬距離である。 

２．規格のＨは柵高，Ｄは支柱間隔である。 

 

材料持ち上げ高が 5ｍを越える材料持上げ歩掛は，次表を標準とする。 

 

表２ 材料持上げ歩掛 

（設置延長 10ｍ当り） 

持 上 げ 高 （ｍ） 
規 格 名  称 単位 

５＜Ｈ≦１０ １０＜Ｈ≦１５ 

世  話  役 人 0.24 0.26  H=1.55 

 D= 3.0 普 通 作 業 員 人 0.41 0.45 

世  話  役 人 0.32 0.35  H=2.00 

 D=3.0 普 通 作 業 員 人 0.51 0.56 

（注）１．持上高は，15ｍまでとする。なお，持上げは地上からとする。 

２．規格のＨは柵高，Ｄは支柱間隔である。 
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不整地運搬車運搬 
 

（１）適用範囲 

不整地運搬車の機種の選定に当たっては，走行路の幅員等走行状態を勘案して決定すること。 

１）小型不整地運搬車歩掛は，走行幅２ｍ以下の作業路等により運搬する場合に適用する。 

２）不整地運搬車歩掛は，道路等における運搬において適用する。 

 

２－３－１ 小型不整地運搬車運搬 

（１）小型不整地運搬車歩掛 

１）１時間当たり運搬量 

Ｑ＝（60×ｑ×Ｅ）／Ｃｍ （ｍ３／ｈ） 

Ｑ：１時間当たり運搬量（ｍ３） 

ｑ：１サイクル当たり運搬料（ｍ３） 

Ｃｍ：１サイクル当たりの所要時間（min） 

Ｅ：作業効率 0.95 

 

２） １サイクル当たり運搬量（ｑ） 

種 別 

機 種 
粘性土 

砂 

砂質土
礫質土

購入砂

（洗砂）

砂利 

栗石 

玉石 

コンク 

リート 
木材 

セメント

鋼材等

0.5（0.7）ｔ級 0.31 0.28 0.26 0.34 0.30 0.22 0.63 0.5ｔ

2.0ｔ級 0.75 0.81 0.81 0.97 0.97 0.73 1.22 2.0ｔ

備考１ 木材，セメント及び諸資材は運搬車の荷台寸法，積載重量，及び運搬資材の形状寸法を

考慮して積載量を検討する。 

 

３）１サイクルの所要時間 

Ｃｍ＝ｔ１＋ｔ２＋ｔ３＋ｔ４

ｔ１：積込み時間 

ｔ２：運搬時間 

ｔ３：待合せ時間（方向変換，積卸し場への据付等）２分を標準とする。 

ｔ４：荷卸し時間 

 

ア 積込み時間（ｔ１） 
（min） 

種 別 

機 種 
粘性土 

砂 

砂質土
礫質土

購入砂

（洗砂）

砂利 

栗石 

玉石 

コンク 

リート 
木材 

セメント

鋼材等

0.5（0.7）ｔ級  6.7  6.0  8.1  6.0  8.1  4.8 6.0  4.8 

2.0ｔ級 10.8 11.6 17.5 11.6 17.5 10.5 7.8 12.8 

備考 積込みは人力の場合で，機械による場合は別途積算する。 

 

イ 運搬時間（ｔ２） 

              ｔ２＝２Ｌ／Ｖ （min） 

Ｌ：運搬距離（ｍ） 

Ｖ：走行速度（ｍ／分） 

走行速度Ｖの標準 

ホイール式 0.7ｔ級 66.7ｍ／分（4㎞／ｈ） 

クローラ式 0.5ｔ級 50.0ｍ／分（3㎞／ｈ） 

〃  2.0ｔ級 50.0ｍ／分（ 〃  ） 
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ウ 荷卸し時間（ｔ４） 

荷卸し時間は運搬車がダンプ式のため，一律１分を標準とする。 

なお，木材，セメント及び諸資材で人力により荷卸しを行う場合は次表による。 

（min） 

種 別 

機 種 
木 材 セメント・鋼材等

0.5（0.7）ｔ級 3.0 2.4 

2.0ｔ級 3.9 6.4 

 

（２）小型不整地運搬車運転単価表 
（１日当たり） 

名  称 規   格 単位 数   量 摘   要 

特殊運転手  人 運転１ｈ労務歩掛×Ｔ 
１ｔ積未満は特殊

作業員とする。 

燃 料 費   運転１ｈ燃料消費量×Ｔ  

賃   

料 
油圧式ダンプ式 供用日   

計     

備考 小型不整地運搬車の運転日当たり標準運転時間（Ｔ）は，6.9ｈ／日とする。 
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モノレール運搬 
 

（１）適用範囲 

本歩掛は単線往復式・単軌条式モノレールに適用する。 

 

（２）施工概要 

施工フロー 

◇ 架設準備 

 

：現地踏査や頭上調査で計画路線の選定を行う。 

 

 

：路線測量を実施し，延長，路線形等を決定する。 

 

 

：計画路線上の障害となる樹木等の伐採を行う。 

 

◇ 架 設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 運 搬 

 

 

 

◇ 撤 去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

到 着 基 地 撤 去 

軌 条 撤 去 

発 信 基 地 撤 去 

資 材 運 搬 

発 信 基 地 架 設 

軌 条 架 設 

到 着 基 地 架 設 

路線測量 

測 量 

伐 採 



 

（３）モノレール架設・撤去歩掛 

本歩掛は，モノレールの架設・撤去に適用する。なお，傾斜区分は，路線に係わる傾斜によ

って区分する。 

 

１）路線選定 

本歩掛は，モノレール架設時に路線選定を必要とする場合に計上する。 
（100ｍ当たり） 

傾斜区分 30 度未満 30 度以上 摘    要 

世 話 役 0.35 人 0.45 人  

特殊作業員 0.35 人 0.45 人  

 

２）架 設 
（100ｍ当たり） 

傾斜区分 30 度未満 30 度以上 摘    要 

世 話 役 2.0 人 2.4 人  

特殊作業員 2.0 人 2.4 人  

普通作業員 6.0 人 7.2 人  

 

３）撤 去 
（100ｍ当たり） 

傾斜区分 30 度未満 30 度以上 摘    要 

世 話 役 1.0 人 1.2 人  

特殊世話役 1.0 人 1.2 人  

普通作業員 3.0 人 3.6 人  

備考１ 伐開を必要とする場合は別途計上する。 

２ 支柱パイプが打ち込み難い場合（岩盤，コンクリート等）は実状に合わせて計上する。 
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（４）モノレール運転歩掛 

１）モノレール１日当たり運搬量 

１日当たり運搬量の算定式は次表のとおりとする。 

Ｑ＝360×ｑ／ｃｍ （･ｔ／日） 

Ｑ：１日当たり運搬量（，ｔ） 

ｑ：１サイクル当たり運搬量（，ｔ） 

ｃｍ：１サイクル当たりの所要時間（min） 

 

２）１サイクル当たり運搬量（ｑ） 

モノレール用のバケット台車や普通台車を使用しての，資材の運搬量は次を標準とする。 

区 分 コンクリート 土砂・石材 ブロック，諸資材等 

台車区分 バケット台車 普通台車 

単 軌 条 0.3 0.3 600 ㎏，0.3 

備考 ブロック及び諸資材は運搬車の荷台寸法，積載重量，及び運搬資材の

形状寸法を考慮して積載量を検討する。 

 

３）１サイクルの所要時間 

ｃｍ＝ｔ１＋ｔ２

ｔ１：積込み，荷卸し時間 

ｔ２：運搬時間 

 

ア 積込み，荷卸し時間（ｔ１） 
（min） 

区 分 コンクリート 土砂・石材等 ブロック，諸資材等 

時 間 4.0 4.0 6.0 

備考 １回当たりの台車へ資材を積込み・荷卸しする所要時間。 

 

イ 運搬時間（ｔ２） 

ｔ２＝２Ｌ／Ｖ （min） 

Ｌ：運搬距離（ｍ） 

Ｖ：走行速度（ｍ／分） 

走行速度Ｖの標準 

単軌条最大積載重量 700 ㎏級 45ｍ／分 

 

４） 積込み・荷卸し歩掛 
（人） 

職 種 コンクリート 土砂・石材等 ブロック，諸資材等 

普通作業員 2.0 2.0 2.0 

備考 本歩掛は，資材の積込み，荷卸し及び運転操作を行うものである。 
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（５） 単価表 

 

１）モノレール架設・撤去単価表 
（１基当たり） 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

延 長 単軌条 ｍ   

世 話 役  人   

特 殊 作 業 員  〃   

普 通 作 業 員  〃   

モノレール本機  台 1  

台 車  式 1  

レール・支持台  〃 1  

諸 雑 費  ％ 20  

備考 １ 諸雑費は，工具類（油圧ベンダー，ラチェットスパナ等）の費用であり，労

務費の合計額に上表の率を乗じて得た金額を上限として計上する。 

２ モノレール本機・台車・レール・支持台は，賃料とする。 

 

２） モノレール運転単価表 
（１日当たり） 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

燃 料 費    ps×0.253×6h 

普 通 作 業 員  人 2  

備考 １日当たり運転時間は，６時間とする。 
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タワー運搬 
 

（１）タワー運搬単価表 
（１日当たり） 

名  称 規格 単位 数量 摘    要 

タワー損料

レール損料

エンジン損料

燃 料 費

特殊作業員

普通作業員

〃 

各種 

 

 

3.9PS 

台 

ｍ 

日 

 

人 

〃 

〃 

1 

 

1 

5.9 

1.0 

（1.0）

2.0 

本体レール 10ｍを含む 

必要延長 

 

 

 

（ ）はコンクリート運搬に摘要 

備考 １ 機械損料は 

本体価格×2,115×10－６（運転日当たり） 

レール価格×1,230×10－６（供用日当たり）とする。 

２ １日当たりの運転時間は６時間とする。 

３ １回当たりの積載量は次を標準とする。 

コンクリート        0.22 

砂，砂利，玉石       0.32 

コンクリート積みブロック    1.46 

諸資材           0.52ｔ 

４ 走行速度は 20ｍ／分とし，積卸し時間はコンクリート３分／回，その他資材４分／回を標準

とする。 

 

（２） タワー架設歩掛 
（１式当たり） 

名  称 規  格 単位 数量 摘    要 

角 材 松類角材  0.23 1 カ所 

鉄 線 ＃８ ㎏ 1.07 
1 カ所／3.6ｍ 

3 カ所／10ｍ 

普通作業員  人 2.00  

備考 この歩掛はレール延長 10ｍの場合であり，10ｍを越える場合

には，延長 10ｍにつき角材 0.23 ，鉄線 1.07 ㎏，山林砂防工

0.2 人を加算する。 
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表 面 処 理 
アーマーコート 

 表－１ アーマーコート（人力散布） 
                       （100 ㎡当り） 

数 量 
名 称 規 格 単位 

（３層仕上げ）（２層仕上げ）
摘 要 

砕 石 20～13  1.30 －  

〃 13～ 5  1.00 1.00  

〃 5～2.5  0.50 0.50  

乳 剤   350 250 
３層仕上げの場合は３回散布 

２層仕上げの場合は２回散布 

特殊作業員  人 1.40 0.94  

普通作業員  人 1.20 0.80  

スプレーヤ 

運転 2 0 0 L 
 日 0.08 0.06 

3 層仕上げの場合は 350×1/700×1/6 

2 層仕上げの場合は 250×1/700×1/6 

マ カ ダ ム 

ロ ー ラ 

 

10～12t 
ｈ 0.80 0.50 

3 層仕上げの場合 8回転圧 100×1/125 

2 層仕上げの場合 5回転圧 100×1/200 

計      

備考 １．エンジンスプレヤーは１時間当り 700L 散布する。 

 

表－２ アーマーコート（機械散布） 
                       （100 ㎡当り） 

数 量 

３ 層 仕 上 ２ 層 仕 上 名 称 規 格 単位

2t ダンプ 6t ダンプ 2t ダンプ 6t ダンプ

砕 石 20～13  1.30 1.30 － － 

〃 13～ 5  1.00 1.00 1.00 1.00 

〃 5～2.5  0.50 0.50 0.50 0.50 

乳 剤   350 350 250 250 

デ ィ ス ト リ 

ビ ュ ー タ 
 日 0.17 0.10 0.09 0.05 

骨 材 散 布 ダンプ ｈ 0.71 0.42 0.38 0.23 

普 通 作 業 員  人 0.35 0.42 0.20 0.23 

特 殊 作 業 員  人 0.24 0.13 0.13 0.08 

転 圧 
マカダムローラ（10

～12t） 
ｈ 0.77 0.77 0.50 0.50 

計       

備考 １．３層仕上げ 

２ｔダンプ使用の場合１時間当り  4.0／2.8×100＝140 ㎡ 

６ｔダンプ使用の場合１時間当り  6.7／2.8×100＝240 ㎡ 

２．２層仕上げ 

２ｔダンプ使用の場合１時間当り  3.9／1.5×100＝260 ㎡ 

６ｔダンプ使用の場合１時間当り  6.4／1.5×100＝430 ㎡ 
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表－３ シールコート  
                            （100 ㎡当り） 

数 量 
区 分 名 称 規 格 単位

加熱ｱｽｺﾝ 
摘 要 

材 料 費 アスファルト乳剤 浸透用  100  

〃 砕石又は荒目砂 10～5 ｍ３ 0.50  

骨 材 散 布 特殊作業員  人 0.13  

〃 普通作業員  人 0.25  

スプレーヤ運転  200L 日 0.024 
120×1／700×1／6 

100×1／700×1／6 

締 固 め マカダムローラ 10～12t ｈ 0.30 ３回転圧  100÷330 

計      

エンジンスプレヤーの日当り運転時間は、6.0 とする。 

ディストリビュータの運転時間は、路上再生路盤工と同じとする。 

 

機械運転単価 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

ス プ レ ヤ ー 
アスファルトエンジンスプレーヤ 

手押し式 散布能力 25 ／ min 
機－23  

ロ ー ド ロ ー ラ マカダム 10～12ｔ 機－ 1  

ディストリビュータ 自走式 タンク容量2,000～3,000 機－19  

ダ ン プ ト ラ ッ ク  機－ 7  
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Fe石灰系処理材の設計・積算要領（案） 

１．Fe石灰工法による路床構築（サンドイッチ舗装工法）の設計要領 

① 適用範囲 

軟弱路床（設計ＣＢＲ３未満）の箇所で路床改良を必要とする場合（施工性, 耐久性等 

他の工法と比較検討のこと）。 

下記、簡便表以外の範囲に適用する場合は、別途検討を行う。 

② 処理土の厚さ（簡便表による決定法） 

Fe石灰処理土のＣＢＲ値は土質によっても異なるが、土丹を主とする長崎県内の用土を使

用し、Fe石灰の最適使用量を室内試験により求め、その時のＣＢＲを本県の標準強度である

100％として設計すると、舗装計画交通量（以下、交通量）および区間のＣＢＲの関係など

より表1-1～1-6に示す処理厚が必要となる。なお、小型道路および普通道路のＮ1とＮ2の場

合は、従来の簡易舗装同様と見なすこともできるが、現状状況を考慮して別途検討する。 

また、Fe石灰処理土は中央混合方式による処理を前提とするが、離島などで中央プラント

混合処理土の使用が困難な場合は、バックホウなどによるヤード混合で混合処理した処理土

を用いるので、この場合は、混合精度の低さを考慮し設計強度を低減（ＣＢＲ80％＝設計強

度100％×安全率0.8）して設計する（表1-1～1-6参照）。 

 ○舗装計画交通量 250 台/日未満     [平均弾性係数＝平均ＣＢＲ×9.81＝58.8MPa 以上] 
（＝600kgf/cm2） 

 表 1-1  交通量区分Ｎ3，Ｎ4 (従来の簡易・Ｌ・Ａ交通)         設計ＣＢＲ６ 

区間のＣＢＲ （％） 
0.1～0.5 
 未 満 

0.5～1.0
 未 満

1.0～1.5
 未 満

1.5～2.0
 未 満

2.0～2.5 
 未 満 

2.5～3.0
 未 満

CBR100％（中 央） ３５cm ３０cm ２５cm ２０cm １５cm Fe石灰

処理厚 CBR 80％（ヤード） ３５cm ３０cm ２５cm ２０cm 

〔注〕舗装構成は、交通量に応じた設計ＣＢＲ６相当の場合を用いる 

○舗装計画交通量 100～3,000 台/日未満  [平均弾性係数＝平均ＣＢＲ×9.81＝78.4MPa 以上] 
（＝800kgf/cm2） 

 表 1-2  交通量区分Ｎ4，Ｎ5，Ｎ6 (従来のＡ･Ｂ･Ｃ交通)          設計ＣＢＲ８ 

区間のＣＢＲ （％） 
0.1～0.5 
 未 満 

0.5～1.0
 未 満

1.0～1.5
 未 満

1.5～2.0
 未 満

2.0～2.5 
 未 満 

2.5～3.0
 未 満

CBR100％（中 央） ４０cm ３５cm ３０cm ２５cm ２０cm Fe石灰

処理厚 CBR 80％（ヤード） ４０cm ３５cm ３０cm ２５cm 

〔注〕舗装構成は、交通量に応じた設計ＣＢＲ８相当の場合を用いる 

○舗装計画交通量 1,000 台/日以上     [平均弾性係数＝平均ＣＢＲ×9.81＝117.7MPa 以上] 
（＝1,200kgf/cm2） 

 表 1-3   交通量区分Ｎ6，Ｎ7 (従来のＣ・Ｄ交通)            設計ＣＢＲ１２ 

区間のＣＢＲ （％） 
0.1～0.5 
 未 満 

0.5～1.0
 未 満

1.0～1.5
 未 満

1.5～2.0
 未 満

2.0～2.5 
 未 満 

2.5～3.0
 未 満

CBR100％（中 央） ４５cm ４０cm ３５cm ３０cm Fe石灰

処理厚 CBR 80％（ヤード） ５０cm ４５cm ４０cm ３５cm 

〔注〕舗装構成は、交通量に応じた設計ＣＢＲ12 相当の場合を用いる 
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備考 : 処理厚は、過去の施工実績に基づく弾性理論計算（設計輪荷重による舗装表面の限

界たわみ量の確保）により求められたものである。 

また、設計ＣＢＲ３以上の路床を経済性や現場条件によりさらに高い支持力に構築する方

が有効な場合や任意の支持力に改良する場合は、表 1-4～1-6 に示す処理厚が必要となる。 

 ○設計ＣＢＲ６に構築する場合      [平均弾性係数＝平均ＣＢＲ×9.81＝58.8MPa 以上] 

 表 1-4 

区間のＣＢＲ （％） 
3.0～3.5 

  未 満 

3.5～4.0

  未 満

4.0～4.5

  未 満

4.5～5.0

  未 満

5.0～5.5 

  未 満 

5.5～6.0

  未 満

CBR100％（中 央） 1５cm １０cm Fe石灰

処理厚 CBR 80％（ヤード） １５cm １０cm 

〔注〕舗装構成は、交通量に応じた設計ＣＢＲ６相当の場合を用いる 

 ○設計ＣＢＲ８に構築する場合    [平均弾性係数＝平均ＣＢＲ×9.81＝78.4MPa 以上] 

 表 1-5 

区間のＣＢＲ （％） 
3.0～3.5 

  未 満 

3.5～4.0

  未 満

4.0～4.5

  未 満

4.5～5.0

  未 満

5.0～5.5 

  未 満 

5.5～6.0

  未 満

CBR100％（中 央） ２０cm １５cm １０cm Fe石灰

処理厚 CBR 80％（ヤード） ２０cm １５cm １０cm 

〔注〕舗装構成は、交通量に応じた設計ＣＢＲ８相当の場合を用いる 

 ○設計ＣＢＲ12 に構築する場合    [平均弾性係数＝平均ＣＢＲ×9.81＝117.7MPa 以上] 

  表 1-6 

区間のＣＢＲ （％） 
3.0～3.5 

  未 満 

3.5～4.0

  未 満

4.0～4.5

  未 満

4.5～5.0

  未 満

5.0～5.5 

  未 満 

5.5～6.0

  未 満

CBR100％（中 央） ３０cm ２５cm ２０cm Fe石灰

処理厚 CBR 80％（ヤード） ３０cm ２５cm 

〔注〕舗装構成は、交通量に応じた設計ＣＢＲ12 相当の場合を用いる 

③ 処理土の厚さ（弾性計算による決定法） 

②に示す簡便表は、弾性計算で設計した断面の施工実績から、これを簡便化し確立された

表であるが、ステージコンストラクション工法の段階的舗装を行う場合等の、簡便表の範囲

外に適用する場合は、弾性計算により個別に処理土の厚さを決定することができる。 

この場合、交通量区分Ｎ1～Ｎ4（従来のＡ交通以下）ではFe石灰処理土の仕上がり面で

58.8MPa以上、交通量区分Ｎ5，Ｎ6（従来のＢ・Ｃ交通）では 78.4MPa以上、交通量区分Ｎ7

（従来のＤ交通）では 117.7MPa以上の平均弾性係数（支持力）を確保することを条件とし、

算定された処理土厚は 5cm単位に切り上げて設計厚とする。 

〔解 説〕 

Fe石灰処理厚は、サンドイッチ舗装工法として用いる場合の拘束層厚さであり、Fe石灰系

処理材を路盤に適用する場合については、等値換算係数を乗じたＴＡ 法で設計を行うか弾性
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5,000以下 5,000～10,000 10,000～15,000 15,000～20,000

一工事～１回 一工事～１回 一工事～２回 一工事～３回

突固め直後 1,000㎡ 1,500㎡ 1,500㎡ 2,000㎡
水浸　４日
水浸　７日 ～１回 ～１回 ～１回 ～１回
水浸１４日

◎処理土の品質管理

 内訳

（実施m
3
×Fe石灰量）

　  体積重量試験

 4) 数量伝票の提出 Fe石灰の使用数量については、数量伝票で確認する。

施工面積（㎡）

 1) 配合設計ＣＢＲ

 2) 処理土のＣＢＲ

　 理土の乾燥単位

     （アスファルト舗装要綱　P161（注）に準ずる）

 3) 現場における処

1,000㎡～１回　（ただし、一工事に３回以上）

理論による計算結果を考慮して設計することを基本とする。 

④ 処理土の施工 

現況が、非圧密軟弱路床または地下水が高い場合で、Fe石灰処理土の敷設・転圧が困難な

場合は、しゃ断層（砂、良質土）や別途排水工を必要とすることがある。 

⑤  Fe石灰系処理材の一層締固め厚 

一層締固め仕上がり厚は、転圧効果より中央混合・ヤード混合の何れも 20cm 以下とする。 

⑥ Fe石灰工法の品質管理 

 Fe石灰工法の品質管理は、表1-7によるものとする。 

表1-7  Fe石灰工法の品質管理基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(1) Fe石灰工法は特殊工法であり、Fe石灰系処理材の品質管理試験（力学試験）は、Fe石

灰工法の過去の実績に基づく試験方法により行う。 

(2) 管理基準密度は配合設計時の密度とし、締固め度は表2-1で管理する。ただし、規定の

転圧を行っても現場密度が基準に満たない場合は、過剰転圧を避け、上位の砕石等を置い

た後で再度転圧を行い、基準密度が確保できているかを確認する。 

〔解 説〕 

軟弱な路床上における各種の舗装の方法を記したが、これまでの各種の試験舗装および過

去の施工実績を考え合わせると、現在、Fe石灰工法は他の工法以上の成果がみられることか

ら、主に公共事業を対象として実施している。 

  しかしながら、地域的には高価な工法となる場合も生じるので、今後も各種工法と比較検

討して使用されたい。 

  また、安定処理工法（生石灰安定処理工法等）の採用については、現場状況を十分把握し

て施工が可能であるかを考慮したうえで本課と協議を行い、当面は試験的な使用とし 施工

管理、品質管理等を確実に行うとともに、必要な箇所においては追跡調査を行うこととする。 
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⑦ 「舗装の構造に関する技術基準」への対応 

現行の舗装設計基準は、平成 13 年 6 月に国土交通省より省令として制定された「舗装の構

造に関する技術基準」であり、従来の仕様規定とは異なり施工直後に性能確認試験を行うこ

とを条件とした性能規定発注を基本としている。 

図 1-1 舗装構造の設計方法について 

「舗装の構造に関する技術基準」では、(1)疲労破壊輪数，(2)塑性変形輪数，(3)平たん性，

(4)浸透水量の性能指標が定められ、(2)塑性変形輪数，(3)平たん性，(4)浸透水量の路面性

能を規定する項目には簡便な性能確認試験方法が示されているが、根幹となる舗装構造の耐

久性を規定する(1)疲労破壊輪数には、容易に実施できる性能確認試験方法が、制定から 5

年経過した現在においても提示されていない。 

したがって、「舗装の構造に関する技術基準」の施行後、浸透性や騒音など性能確認が容易

な項目については性能規定発注が可能となり実施されているが、性能確認試験が困難な耐久

性に関する性能規定発注はできないため、耐久性を第一に考慮する舗装の構造設計などは、

実績がある従来の仕様規定と基本的に変わらない経験的方法（「舗装の構造に関する技術基

準」の別表に記載）によって行われているのが現状である。 

Fe石灰系処理材の設計・積算要領も現段階ではこれに準じているが、疲労破壊輪数に関す

る性能規定発注をFe石灰工法により行う場合は、「Fe石灰技術研究所」などに依頼して別途検

討を行うものとする。 

なお、現在は仕様規定から性能規定へ移行する期間にあたるので、実用的な疲労破壊輪数

の性能確認試験方法が示された後は、設計法は自由とし施工直後の性能確認により適否を判

断する性能規定（図-1.1 参照）発注が可能となるため、Fe石灰工法においてもこれに準拠し

た設計法へ変更を行うことを条件とする。 

⑧ その他 

Fe石灰工法の設計施工にあたっては、使用材料を定め、配合設計および処理土の品質管理

を、本工法を熟知する研究機関に実施させ試験資料を提出させるものとする。 

 

アスファルト舗装

要綱等に基づき設

計し材料・施工仕

交通条件

現場条件

ほか

様を決定 　

標を満足する
施 工

かを確認する設定　

基
準
の
方
法

交通条件

な管理試験により、仕様

を満足するかを確認。直

接性能確認は行わない  

従
来
の
方
法

施 工

施工中，施工後の間接的

性能確認試験

により性能指
ほか

現場条件 設計法は自由

道路管理

者が、性

能指標を

性能指標を満

足する舗装を

設計。ただし
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２．Fe石灰処理土の配合 

① 基準密度に対する締固め度 

   表 2-1 

基準締固め度 ｘ10 ～ 95.0％以上， ｘ6 ～ 95.5％以上， ｘ3 ～ 96.5％以上とする。
 

② Fe石灰処理土の標準配合は次のとおりとする。 

   処理土 10 m3当たり 

                  表 2-2  

用  土 Fe石灰（添加率 6.5％） 

12.18 m3 1.21 ton 
 

〈参考〉処理土 10 m3当たりの算出根拠 

 
用 土 ：                 ＝ 12.18 m3 

 
 

 
石 灰 ：               × 1.02 ＝ 1.21 ton 

 
 

ただし、用土 2,020kg/m3は湿潤重量（地山用土の含水比 9～11％）、Fe石灰の添加量は乾

燥重量が1,830kg/m3での配合量とする。また、用土の地山からの土量変化率は1.10とする。 

③ Fe石灰処理土の設計密度および単位容積重量の標準は、過去の施工実績より、次のとおり

とする。 

   表 2-3 

Fe石灰処理土 

 

     Fe石灰 

石 灰  消石灰 

     生石灰 

設計密度 

単位容積重量 

2,020 kg／m3 

1,550 kg／m3 

 

1,000 kg／m3 

〔注〕用土により本表の標準値と著しく差がある場合は、実際に試験した数値を用いること。 

④ Fe石灰処理土の設計数量の補正係数（割増率）は以下を標準とする。 

              
補正係数＝（                －１＋損失量）× 100 

             
 
             

（         －１＋0.05）× 100 ＝ 35％ 
             
 

Fe石灰処理土の混合処理は中央混合とし、その配合量は設計１m３に対してFe石灰 121kgを

標準とする。 

ただし、標準配合量が配合試験と異なる場合でも、その実施Fe石灰量の差が±５％範囲内

の場合は変更は行わないものとする。 

設計密度 

 単位容積重量

 
2,020 

1,550 

（1－0.065）× 2,020 × 10 

0.065 × 1,830 × 10 

1,550 

1,000 



土-33 

３．中央混合およびヤード混合処理土の施工歩掛り  

サンドイッチ舗装工法でFe石灰処理土（購入方式）により路床を構築する場合は下記のと

おりとする。 

また、Ｗ＜2.4ｍ   人力舗設＋振動ローラ転圧 

  2.4ｍ≦Ｗ＜4.0ｍ  ブルドーザ  ３ｔ舗設＋タイヤローラ転圧 

  Ｗ≧4.0ｍ   ブルドーザ １５ｔ舗設＋タイヤローラ転圧 

作業条件の適用範囲は一般土工を参照のこと。 

① Fe石灰処理土単価表（人力施工） 

表3-1 Fe石灰処理土 仕上がり量 100ｍ3当たり（人力） 

名 称 機  械 形状寸法 単位 数量 単価 金額 摘   要 

混合物   ｍ3    100×補正係数（Ｍ） 

舗 設 普通作業員  人    0.23人／ｍ3×100ｍ3 

転 圧 振動ローラ
コンバインド型

３～４ｔ 
日 

   
100／Ｄ 

計        

注-1 国土交通省土木工事積算基準「土工 土の敷均し締固め工」に準拠 

-2 Ｍ：前項２．に示すFe石灰処理土の補正係数 

-3 Ｄ：日当り作業量（ｍ3／日） 

 

② Fe石灰処理土単価表（機械施工） 

表3-2 Fe石灰処理土 仕上がり量 100ｍ3当たり（機械） 

名 称 機  械 形状寸法 単位 数量 単価 金額 摘   要 

混合物   ｍ3    100×補正係数（Ｍ） 

舗 設 ブルドーザ  日    100／Ｄ 

転 圧 
タイヤローラ 

（7回） 
8t～20t 日 

   
100／Ｄ 

補助労務 普通作業員  人    0.3人／100ｍ3×100ｍ3 

計        

注-1 国土交通省土木工事積算基準「土工 土の敷均し締固め工」に準拠 

-2 Ｍ：前項２．に示すFe石灰処理土の補正係数 

-3 Ｄ：日当り施工量（ｍ3／日） 
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４．ヤード混合の処理土単価 

  中央プラント混合の処理土については、現地購入方式の統一単価で積算する。なお、離島

でヤード混合を用いる場合は、用土の適応性試験が必要であり、各工事の見積りにより単価

を決定する。 

  ヤード混合の場合の算出根拠は、表 4-1 の単価表による。また、この場合の算出根拠は、

Fe石灰処理土、粒調Fe処理材とも同じとする。 

ただし、標準配合量が配合試験と異なる場合でも、その実施Fe石灰量の差が±５％範囲内

の場合は変更は行わないものとする。 

 表 4-1 Fe石灰ヤード混合処理土  100ｍ3当たり（軽装状態） 

名 称 機 械 形状寸法 単位 数量 単価 金額 摘  要 

補 助 労 務 普通作業員  人 0.2    

添 加 材  Fe石灰 ton    配合試験に基づく 

軽装時使用量 

混 合 用 土   ｍ3    
配合試験に基づく 

軽装時ｍ3数 

添加材散布 トラッククレーン

（賃料） 
 日 0.1    

混 合 バックホウ  ｈ 5.0   100ｍ3/(20ｍ3/h) 

計        

注-1 複数の用土を混合して混合用土を作る場合は、体積変化や前混合費などを考慮して混合用土

の単価を決めること 

-2 配合試験の結果より、軽装状態の配合を求めて添加材と用土の使用量を決めること 

-3 ヤード混合処理土においても、２．項と同じく標準配合量と配合試験結果が異なる場合であ

っても、Fe石灰量の差が±５％以内の場合は変更しない 
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５．上層路盤に用いる粒調Fe処理材の配合 

粒調Fe処理材はFe石灰処理土との併用により、特に高い供用性と振動低減効果が得られる

ので、粒調Fe処理材使用時の新規路床構築工法には、Fe石灰工法を標準として用いる。 

① 路盤もしくは拘束層と路盤を併用する場合の路盤工に適用し、等値換算係数 a=0.55 に

て設計を行う。ただし、ヤード混合による処理材の場合は混合精度が低いので、等値換算係

数 a=0.45 として設計を行う。 

② 粒調Fe処理材の配合はＣＢＲ試験により設計し、粒度調整した用土に対するFe石灰の最適

使用量を、配合試験により求め、その結果からＣＢＲ100％以上（過去の実績より）の配合

のものを選択する。 

  長崎県では、Fe石灰処理土（路床構築）の用土として土丹を使用しており、表5-1に示す

粒度範囲に入るものが大半であることから、礫分が硬質なものであれば、特に粒度調整せず

に粒調Fe処理材の用土として使用できる。なお、粒度範囲を満足しない土丹については、必

要に応じて粘性土分または礫分を補足する。 

③ 粒調Fe処理材の用土の望ましい粒度範囲を表 5-1 に示す。 

表 5-1  粒調Fe処理材の粒度範囲 

工 法

ふるい目 
粒調Fe処理材 

53  mm １００ 

37.5 mm  ９５～１００ 

19  mm  ５０～１００ 

 

通
過
質
量 

 
 

 

百
分
率 2.36  mm ２０～６０ 

(%) 0.075 mm  ２～２０ 

許容最大粒径 mm  ４０ 
 

④ 粒調Fe処理材は、材料の均一性確保のため中央プラント混合方式による処理を前提とする

が、現場状況によってはヤード混合方式による処理を選択することもできる。ただし、ヤー

ド混合方式を用いる場合は、処理材の均一性や転圧効果（密度の確保）に十分注意しなけれ

ばならない。 

⑤ 粒調Fe処理材の品質管理は、路床構築に用いるFe石灰処理土と同様とする。 

⑥  粒調Fe処理材の混合・施工機械の仕様および施工基準を表 5-2 に示す。なお、施工歩掛

は上層路盤工に準ずること。 

表 5-2  粒調Fe処理材の製造・施工機械の仕様 

混合方式 混合使用機械 使用機械・仕様 一層仕上がり厚 基準締固め度  

中央混合 パグミル型 0.6 m3 上層路盤同等 20cm 以下 Fe 石灰処理土同等
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⑦ 粒調Fe処理材の標準配合を表 5-3 に示す。 

 

表 5-3  混合物 10m３当りの標準配合表 

 用  土 Fe石灰（添加率 6.5％）

 12.18 m3 1.21 ton 

 

〈参考〉混合物 10m３当りの算出根拠 

 

        用 土 :                               ＝  12.18 m３ 

 

        石 灰 :                       × 1.02  ＝  1.21 ton 

 

ただし、用土の湿潤重量は 2,020kg/m３（用土の含水比 7～9％）、Fe石灰の添加量は乾燥

重量が 1,830kg/m３での配合量とする。また、用土の地山からの土量変化率は 1.10 とする。 

 

⑧ 粒調Fe処理材の設計密度および単位容積重量の標準は表 5-4 のとおりとする。 

        表 5-4 

粒調Fe処理材 

 

     Fe石灰 

石 灰  消石灰 

     生石灰 

設計密度 

単位容積重量 

2,020 kg／m3 

1,550 kg／m3 

 

1,000 kg／m3 

  

〔注〕用土により本表の標準値と著しく差がある場合は、実際に試験した数値を用いること。 

 

⑨ 粒調Fe処理材の設計数量の補正係数（割増率）は以下を標準とする。 

          
補正係数 ＝（                －１ ）× 100 

             
 

＝ (            －１ ) × 100 ＝ 30％ 

          
          

粒調Fe処理材は中央混合とし、配合量は設計１m３に対してFe石灰 121kgを標準とする。 

ただし、土質変化または混入礫分の性状変化に伴いFe石灰量が配合試験と異なる場合にお

いても、その実施Fe石灰量との差が±５％範囲内の場合は変更は行わないものとする。  

 

 

 

（１－0.065 ）× 2,020 × 10 
1,550 

0.065 ×1,830 ×10 

 1,000

1,550 

設計密度 

 単位容積重量 

 2,020 
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６． 普通道路の構造設計の一例（設計期間 20 年・信頼度 75％） 

表 6-1                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｎ1 舗装計画交通量（台／日・方向） 15 未満  
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

3 － － 13 － 14 11.0 30 

3 － － 6 11 － 11.1 20 （2） 

（3） － － （10） （10） － 

11 

（11.0） （23）

3 － － 10 － 10  9.0 23 
3 

（3） － － （6） （10） － 
 9 

 （9.6） （19）

4 3 － － 10 － 10  9  9.0 23 

6 3 － － 8 － 9  8  8.0 20 

8 3 － － 12 － －  7  7.2 15 

 

表 6-2                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｎ2 舗装計画交通量（台／日・方向） 15 以上 40 未満 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

4 － － 15 － 15 13.0 34 

4 － － 10 10 － 13.0 24 （2） 

（4） － － （10） （13） － 

13 

（13.3） （27）

4 － － 13 － 14 12.0 31 

4 － － 8 10 － 12.3 22 3 

（4） － － （10） （10） － 

12 

(12.0) (24) 

4 － － 10 － 14 11.0 28 

4 － － 5 10 － 11.2 19 4 

（4） － － （8） （10） － 

 11 

(11.3) (22) 

4 － － 10 － 10 10.0 24 
6 

（4） － － （5） （10） － 
 10 

(10.2) (19) 

8 4 － － 8 － 9   9  9.0 21 

12 4 － － 12 － －   8  8.2 16 
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表 6-3                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｎ3 舗装計画交通量（台／日・方向） 40 以上 100 未満 （従来のＬ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

5 － － 20 － 20 17.0 45 

5 － － 10 16 － 17.3 31 （2） 

（5） － － （10） （19） － 

17 

（17.0） （34）

5 － － 15 － 20 15.2 40 

5 － － 10 12 － 15.1 27 3 

（5） － － （10） （15） － 

15 

（15.2） （30）

5 － － 15 － 15 14.0 35 

5 － － 10 10 － 14.0 25 4 

（5） － － （10） （13） － 

14 

（14.3） （28）

5 － － 10 － 15 12.2 30 

5 － － 10 10 － 14.0 25 

（5） － － （10） （10） － （13.0） （25）
6 

5 － 9 － － － 

12 

12.2   14 ＊

5 － － 10 － 10 11.0 25 
8 

5 － 8 － － － 
11 

11.4   13 ＊

 

表 6-4                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｎ4 舗装計画交通量（台／日・方向） 100 以上 250 未満 （従来のＡ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

5 － － 25 － 30 21.2 60 

5 － 8 － 18 － 21.3 31 

（5） － （9） － （20） － （21.2） （34）

5 － － 10 23 － 21.1 38 

（2） 

（5） － － （10） （28） － 

21 

（21.1） （43）

5 － － 15 － 35 19.0 55 

5 － 8 － 14 － 19.1 27 

（5） － （8） － （17） － （19.0） （30）

5 － － 10 20 － 19.5 35 

3 

（5） － － （10） （24） － 

19 

（19.3） （39）

5 － － 20 － 25 18.2 50 

5 － 7 － 14 － 18.3 26 

（5） － （7） － （17）  （18.2） （29）

5 － － 10 18 － 18.4 33 

4 

（5） － － （10） （22） － 

18 

（18.4） （37）

5 － － 10 － 30 16.0 45 

5 － 7 － 10 － 16.1 22 

（5） － （7） － （12） － （16.0） （24）

5 － － 10 14 － 16.2 29 

（5） － － （10） （17） － （16.1） （32）

6 

5 － 14 － － － 

16 

16.2  19 ＊

5 － － 15 － 15 14.0 35 

5 － 5 － 10 － 14.5 20 

（5） － （5） － （12） － （14.4） （22）

5 － － 10 10 － 14.0 25 

（5） － － （10） （13） － （14.3） （28）

8 

5 － 12 － － － 

14 

14.6   17 ＊

5 － － 10 － 20 13.5 35 

（5） － （5） － （10） － （13.5） （20）

（5） － － （10） （10） － （13.0） （25）
12 

5 － 10 － － － 

13 

13.0   15 ＊
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表 6-5                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｎ5 舗装計画交通量（台／日・方向） 250 以上 1,000 未満 （従来のＢ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚 

10 － － 30 － 35 29.2 75 

5 － 8 － 32 － 29.0 45 

（5） － （8） － （40） － （29.4） （53） 

10 － － 10 29 － 29.4 49 

（10） － － （10） （35） － （29.2） （55） 

5 10 － － 30 － 29.5    45 ＊＊

（2） 

（5） （10） － － （36） － 

29 

（29.2）   (51)＊＊

10 － － 25 － 30 26.2 65 

5 － 8 － 27 － 26.2 40 

（5） － （8） － （33） － （26.2） （46） 

10 － － 10 23 － 26.1 43 

（10） － － （10） （28） － （26.1） （48） 

5 10 － － 24 － 26.2  39 ＊＊

3 

（5） （10） － － （29） － 

26 

（26.0）   (44)＊＊

10 － － 15 － 35 24.0 60 

5 － 10 － 20 － 24.0 35 

（5） － （10） － （25） － （24.2） （40） 

10 － － 10 20 － 24.5 40 

（10） － － （15） （20） － （24.2） （45） 

5 10 － － 20 － 24.0  35 ＊＊

4 

（5） （10） － － （25） － 

24 

（24.2）   (40)＊＊

10 － － 10 － 30 21.0 50 

5 － 8 － 18 － 21.3 31 

（5） － （9） － （20） － （21.2） （34） 

10 － － 10 14 － 21.2 34 

（10） － － （10） （17） － （21.1） （37） 

5 － 20 － － － 21.0 25 ＊ 

5 10 － － 15 － 21.2  30 ＊＊

6 

（5） （10） － － （18） － 

21 

（21.1）   (33)＊＊

10 － － 15 － 15 19.0 40 

5 － 8 － 14 － 19.1 27 

（5） － （8） － （17） － （19.0） （30） 

10 － － 10 10 － 19.0 30 

（10） － － （10） （13） － （19.3） （33） 

5 － 18 － － － 19.4 23 ＊ 

5 10 － － 11 － 19.0  26 ＊＊

8 

（5） （10） － － （14） － 

19 

（19.3）   (29)＊＊

10 － － 10 － 15 17.2 35 

5 － 7 － 12 － 17.2 24 

（5） － （7） － （15） － （17.3） （27） 

（10） － － （10） （10） － （18.0） （30） 

5 － 15 － － － 17.0 20 ＊ 

5 10 － － 10 － 18.5  25 ＊＊

12 

（5） （10） － － （10） － 

17 

（17.5）   (25)＊＊
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表 6-6                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｎ6 舗装計画交通量（台／日・方向） 1,000 以上 3,000 未満 （従来のＣ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 

Ｃ Ｂ Ｒ 
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚 

15 － － 30 － 55 39.2 100 
10 － 10 35 － 35 39.0 90 
10 － 9 － 40 － 39.2 59 

（10） － （8） － （51） － （39.3） （69） 
15 － － 10 38 － 39.4 63 

（15） － － （10） （46） － （39.2） （71） 
5 11 － － 44 － 39.0  60 ＊＊

（2） 

（5） （10） － － （56） － 

39 

（39.2）  (71)＊＊

15 － － 25 － 45 35.0 85 
10 － 8 25 － 40 35.1 83 
10 － 8 － 34 － 35.1 52 

（10） － （9） － （40） － （35.2） （59） 
15 － － 10 30 － 35.0 55 

（15） － － （10） （37） － （35.1） （62） 
5 10 － － 39 － 35.4  54 ＊＊

3 

（5） （10） － － （47） － 

35 

（35.1）  (62)＊＊

15 － － 20 － 40 32.0 75 
10 － 8 20 － 35 32.1 73 
10 － 8 － 29 － 32.3 47 

（10） － （8） － （35） － （32.1） （53） 
15 － － 10 25 － 32.2 50 

（15） － － （10） （30） － （32.0） （55） 
5 12 － － 30 － 32.1  47 ＊＊

4 

（5） （10） － － （40） － 

32 

（32.0）  (55)＊＊

15 － － 20 － 25 28.2 60 
10 － 8 20 － 20 28.4 58 
10 － 9 － 20 － 28.2 39 

（10） － （8） － （26） － （28.1） （44） 
15 － － 10 18 － 28.4 43 

（15） － － （10） （22） － （28.4） （47） 
10 － 23 － － － 28.4 33 ＊ 
5 11 － － 24 － 28.0  40 ＊＊

6 

（5） （10） － － （32） － 

28 

（28.4）   (47)＊＊

15 － － 10 － 30 26.0 55 
10 － 9 15 － 15 26.2 49 
10 － 10 － 15 － 26.2 35 

（10） － （9） － （20） － （26.2） （39） 
15 － － 10 14 － 26.2 39 

（15） － － （10） （17） － （26.1） （42） 
10 － 20 － － － 26.0 30 ＊ 
5 12 － － 19 － 26.0  36 ＊＊

8 

（5） （10） － － （27） － 

26 

（26.1）   (42)＊＊

15 － － 10 － 20 23.5 45 
10 － 9 10 － 10 23.2 39 
10 － 10 － 10 － 23.5 30 

（10） － （10） － （12） － （23.4） （32） 
15 － － 10 10 － 24.0 35 

（15） － － （10） （10） － （23.0） （35） 
10 － 17 － － － 23.6 27 ＊ 
5 11 － － 15 － 23.0  31 ＊＊

12 

（5） （10） － － （20） － 

23 

（23.0）   (35)＊＊

15 － － 10 － 10 21.0 35 
10 － 8 － － 15 20.1 33 
10 － 6 － 10 － 20.3 26 

（10） － （6） － （12） － （20.2） （28） 
10 － 13 － － － 20.4 23 ＊ 
5 10 － － 11 － 20.0  26 ＊＊

20 

（5） （10） － － （14） － 

20 

（20.3）   (29)＊＊
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表 6-7                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｎ7 舗装計画交通量（台／日・方向） 3,000 以上 （従来のＤ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 

Ｃ Ｂ Ｒ 
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚 

20 － － 50 － 55 51.2 125 
15 － 10 45 － 50 51.2 120 
15 － 11 － 50 － 51.3 76 

（15） － （10） － （63） － （51.3） （88） 
20 － － 10 50 － 51.0 80 

（20） － － （10） （62） － （51.4） （92） 
10 12 － － 56 － 51.4  78 ＊＊

（2） 

（10） （10） － － （72） － 

51 

（51.4）   (92)＊＊

20 － － 30 － 60 45.5 110 
15 － 10 35 － 40 45.2 100 
15 － 10 － 40 － 45.0 65 

（15） － （8） － （53） － （45.2） （76） 
20 － － 10 40 － 45.5 70 

（20） － － （10） （48） － （45.1） （78） 
10 11 － － 46 － 45.1  67 ＊＊

3 

（10） （10） － － （58） － 

45 

（45.1）   (78)＊＊

20 － － 25 － 50 41.2 95 
15 － 11 25 － 35 41.3 86 
15 － 8 － 36 － 41.2 59 

（15） － （10） － （40） － （41.0） （65） 
20 － － 10 32 － 41.1 62 

（20） － － （10） （39） － （41.0） （69） 
10 10 － － 40 － 41.0  60 ＊＊

4 

（10） （10） － － （49） － 

41 

（41.0）   (69)＊＊

20 － － 20 － 40 37.0 80 
15 － 10 15 － 35 37.0 75 
15 － 7 － 30 － 37.1 52 

（15） － （7） － （37） － （37.2） （59） 
20 － － 10 25 － 37.2 55 

（20） － － （10） （30） － （37.0） （60） 
15 － 28 － － － 37.4 43 ＊ 
10 12 － － 30 － 37.1  52 ＊＊

6 

（10） （10） － － （40） － 

37 

（37.0）   (60)＊＊

20 － － 15 － 35 34.0 70 
15 － 10 10 － 30 34.0 65 
15 － 10 － 20 － 34.0 45 

（15） － （10） － （25） － （34.2） （50） 
20 － － 10 20 － 34.5 50 

（20） － － （10） （24） － （34.3） （54） 
15 － 24 － － － 34.2 39 ＊ 
10 11 － － 26 － 34.1  47 ＊＊

8 

（10） （10） － － （34） － 

34 

（34.3）   (54)＊＊

20 － － 15 － 20 30.2 55 
15 － 8 － － 35 30.1 58 
15 － 9 － 15 － 30.4 39 

（15） － （8） － （20） － （30.4） （43） 
20 － － 10 12 － 30.1 42 

（20） － － （10） （15） － （30.2） （45） 
15 － 19 － － － 30.2 34 ＊ 
10 10 － － 20 － 30.0  40 ＊＊

12 

（10） （10） － － （25） － 

30 

（30.2）   (45)＊＊

20 － － 10 － 10 26.0 40 
15 － 8 － － 20 26.4 43 
15 － 7 － 10 － 26.1 32 

（15） － （7） － （12） － （26.0） （34） 
20 － － 10 10 － 29.0 40 

（20） － － （10） （10） － （28.0） （40） 
15 － 14 － － － 26.2 29 ＊ 
10 10 － － 13 － 26.1  33 ＊＊

20 

（10） （10） － － （16） － 

26 

（26.2）   (36)＊＊
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７． 小型道路の構造設計の一例（設計期間 20 年・信頼度 75％） 

表 7-1                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｓ1 舗装計画交通量（台／日・方向） 300 未満  
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

4 － － 15 － 19 14.0 38 

4 － － 5 15 － 14.0 24 （2） 

（4） － － （12） （13） － 

14 

（14.0） （29）

4 － － 13 － 14 12.0 31 

4 － － 6 11 － 12.1 21 3 

（4） － － （10） （10） － 

12 

（12.0） （24）

4 － － 10 － 14 11.0 28 

4 － － 5 10 － 11.2 19 4 

（4） － － （6） （11） － 

11 

（11.0） （21）

4 － － 10 － 10 10.0 24 
6 

（4） － － （5） （10） － 
10 

10.2 19 

8 4 － － 8 － 9  9  9.0 21 

12 4 － － 7 － 7  8  8.2 18 

 

表 7-2                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｓ2 舗装計画交通量（台／日・方向） 300 以上 650 未満 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

5 － － 15 － 20 15.2 40 

5 － － 5 15 － 15.0 25 （2） 

（5） － － （12） （13） － 

15 

（15.0） （30）

5 － － 13 － 14 13.0 32 

5 － － 6 11 － 13.1 22 3 

（5） － － （10） （10） － 

13 

（13.0） （25）

5 － － 10 － 14 12.0 29 

5 － － 5 10 － 12.2 20 4 

（5） － － （6） （11） － 

12 

（12.0） （22）

5 － － 10 － 10 11.0 25 
6 

5 － － （5） （10） － 
11 

（11.2） （20）
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表 7-3                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｓ3 舗装計画交通量（台／日・方向） 650 以上 3,000 未満 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

5 － － 20 － 20 17.0 45 

5 － － 10 16 － 17.3 31 （2） 

（5） － － （15） （15） － 

17 

（17.0） （35）

5 － － 15 － 20 15.2 40 

5 － － 10 12 － 15.1 27 3 

（5） － － （10） （15） － 

15 

（15.2） （30）

5 － － 15 － 15 14.0 35 

5 － － 10 10 － 14.0 25 4 

（5） － － （10） （13） － 

14 

（14.3） （28）

5 － － 10 － 15 12.2 30 

5 － － 5 10 － 12.2 20 6 

（5） － － （5） （12） － 

12 

（12.1） （22）

5 － － 10 － 10 11.0 25 
8 

（5） － － （5） （10） － 
11 

（11.2） （20）

 

表 7-4                             設計期間 20 年・信頼度 75％ 

交通量区分Ｓ4 舗装計画交通量（台／日・方向） 3,000 以上 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調Fe処理 ｸ ﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚

5 － － 25 － 35 22.5 65 

5 － － 10 25 － 22.2 40 （2） 

（5） － － （15） （27） － 

22 

（22.4） （47）

5 － － 15 － 35 19.0 55 

5 － － 10 20 － 19.5 35 3 

（5） － － （15） （20） － 

19 

（19.2） （40）

5 － － 20 － 25 18.2 50 

5 － － 10 18 － 18.4 33 4 

（5） － － （15） （18） － 

18 

（18.3） （38）

5 － － 10 － 30 16.0 45 

5 － － 10 14 － 16.2 29 6 

（5） － － （10） （17） － 

16 

（16.1） （32）

5 － － 15 － 15 14.0 35 

5 － － 10 10 － 14.0 25 8 

（5） － － （10） （13） － 

14 

（14.3） （28）

5 － － 10 － 20 13.5 35 

5 － － 8 10 － 13.3 23 12 

（5） － － （10） （10） － 

13 

（13.0） （25）

5 － － 10 － 10 11.0 25 

5 － － 5 10 － 12.2 20 20 

（5） － － （5） （10） － 

11 

（11.2） （20）
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８． 普通道路の構造設計の一例（設計期間 20 年・信頼度 50％） 

表 8-1                           設計期間20年・信頼度50％ 

交通量区分Ｎ1 舗装計画交通量（台／日・方向） 15 未満  
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ 
混 合 物 

大 粒 径 

アス コン 処 理 
粒調砕石 粒調 Fe 処理 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ ＴA ＴA 合計厚

3 － － 10 － 10  9.0 23 

3 － － 5 10 － 10.2 18 （2） 

（3） － － （5） （10） － 

9 

 （9.2） （18）

3 3 － － 8  － 9 8  8.0 20 

4 3 － － 8  － 9 8  8.0 20 

6 3 － － 12 － － 7  7.2 15 

8 3 － － 9 － － 6  6.1 12 

 

表 8-2                           設計期間20年・信頼度50％ 

交通量区分Ｎ2 舗装計画交通量（台／日・方向） 15 以上 40 未満 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ 
混 合 物 

ア ス コ ン 処 理 
粒調砕石 粒調 Fe 処理 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ ＴA ＴA 合計厚

4 － － 13 － 14 12.0 31 

4 － － 8 10 － 12.3 22 （2） 

（4） － － （10） （10） － 

12 

（12.0） （24）

4 － － 10 － 14 11.0 28 

4 － － 5 10 － 11.2 19 3 

（4） － － （6） （11） － 

11 

（11.0） （21）

4 － － 10 － 10 10.0 24 
4 

（4） － － （5） （10） － 
10 

（10.2） （19）

6 4 － － 8 － 9 9  9.0 21 

8 4 － － 12 － － 8  8.2 16 

12 4 － － 9 － － 7  7.1 13 
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表 8-3                           設計期間20年・信頼度50％ 

交通量区分Ｎ3 舗装計画交通量（台／日・方向） 40 以上 100 未満 （従来のＬ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調 Fe 処理 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ ＴA ＴA 合計厚

5 － － 15 － 20 15.2 40 

5 － － 10 12 － 15.1 27 （2） 

（5） － － （10） （15） － 

15 

(15.2) （30）

5 － － 10 － 20 13.5 35 

5 － － 8 10 － 13.3 23 3 

（5） － － （10） （10） － 

13 

(13.0) （25）

5 － － 10 － 15 12.2 30 

5 － － 5 10 － 12.2 20 4 

（5） － － （5） （12） － 

12 

(12.1) （22）

5 － － 10 － 10 11.0 25 
6 

（5） － － （5） （10） － 
11 

(11.2) （20）

 

表 8-4                           設計期間20年・信頼度50％ 

交通量区分Ｎ4 舗装計画交通量（台／日・方向） 100 以上 250 未満 （従来のＡ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

ア ス コ ン 処 理 
粒調砕石 粒調 Fe 処理 ｸﾗｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 

合計
厚 

5 － － 15 － 35 19.0 55 

5 － 8 － 14 － 19.1 27 

（5） － （8） － （17） － （19.0） （30）

5 － － 10 20 － 19.5 35 

（2） 

（5） － － （10） （24） － 

19 

（19.3） （39）

5 － － 20 － 20 17.0 45 

5 － 7 － 12 － 17.2 24 

（5） － （7） － （15） － （17.3） （27）

5 － － 10 16 － 17.3 31 

3 

（5） － － （10） （19） － 

17 

（17.0） （34）

5 － － 10 － 30 16.0 45 

5 － 7 － 10 － 16.1 22 

（5） － （7） － （12） － （16.0） （24）

5 － － 10 14 － 16.2 29 

4 

（5） － － （10） （17） － 

16 

（16.1） （32）

5 － － 15 － 15 14.0 35 

5 － 5 － 10 － 14.5 20 

（5） － （5） － （12） － （14.4） （22）

5 － － 10 10 － 14.0 25 

（5） － － （10） （13） － （14.3） （28）

6 

5 － 12 － － － 

14 

14.6   17 ＊

5 － － 10 － 20 13.5 35 

（5） － （5） － （10） － （13.5） （20）

（5） － － （10） （10） － （13.0） （25）
8 

5 － 10 － － － 

13 

13.0   15 ＊

5 － － 10 － 10 11.0 25 
12 

5 － 8 － － － 
11 

11.4   13 ＊
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表 8-5                           設計期間20年・信頼度50％ 

交通量区分Ｎ5 舗装計画交通量（台／日・方向） 250 以上 1,000 未満 （従来のＢ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 
Ｃ Ｂ Ｒ 

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調 Fe 処理 ｸﾗｯｼｬﾗﾝ ＴA ＴA 合計厚 

10 － － 25 － 30 26.2 65 

5 － 8 － 27 － 26.2 40 

（5） － （8） － （33） － （26.2） （46） 

10 － － 10 23 － 26.1 43 

（10） － － （10） （28） － （26.1） （48） 

5 10 － － 24 － 26.2    39 ＊＊

（2） 

（5） （10） － － （29） － 

26 

（26.0）   (44)＊＊

10 － － 20 － 25 23.2 55 

5 － 9 － 20 － 23.2 34 

（5） － （8） － （26） － （23.1） （39） 

10 － － 10 18 － 23.4 38 

（10） － － （15） （18） － （23.3） （43） 

5 10 － － 19 － 23.4  34 ＊＊

3 

（5） （12） － － （19） － 

23 

（23.1）   (36)＊＊

10 － － 10 － 30 21.0 50 

5 － 8 － 18 － 21.3 31 

（5） － （9） － （20） － （21.2） （34） 

10 － － 10 14 － 21.2 34 

（10） － － （10） （17） － （21.1） （37） 

5 10 － － 15 － 21.2  30 ＊＊

4 

（5） （10） － － （18） － 

21 

（21.1）   (33)＊＊

10 － － 15 － 15 19.0 40 

5 － 8 － 14 － 19.1 27 

（5） － （8） － （17） － （19.0） （30） 

10 － － 10 10 － 19.0 30 

（10） － － （10） （13） － （19.3） （33） 

5 － 18 － － － 19.4 23 ＊ 

5 10 － － 11 － 19.0  26 ＊＊

6 

（5） （10） － － （14） － 

19 

（19.3）   (29)＊＊

10 － － 10 － 15 17.2 35 

5 － 7 － 12 － 17.2 24 

（5） － （7） － （15） － （17.3） （27） 

（10） － － （10） （10） － （18.0） （30） 

5 － 15 － － － 17.0 20 ＊ 

5 10 － － 10 － 18.5  25 ＊＊

8 

（5） （10） － － （10） － 

17 

（17.5）   (25)＊＊

10 － － 10 － 10 16.0 30 

5 － 5 － 11 － 15.0 21 

（5） － （5） － （14） － 15.3 24 
12 

5 － 13 － － － 

15 

15.4   18 ＊ 
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表 8-6                           設計期間20年・信頼度50％ 

交通量区分Ｎ6 舗装計画交通量（台／日・方向） 1,000 以上 3,000 未満 （従来のＣ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 

Ｃ Ｂ Ｒ 
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調 Fe 処理 ｸﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚 

15 － － 25 － 45 35.0 85 
10 － 8 25 － 40 35.1 83 
10 － 8 － 34 － 35.1 52 

（10） － （9） － （40） － （35.2） （59） 
15 － － 10 30 － 35.0 55 

（15） － － （10） （37） － （35.1） （62） 
5 10 － － 39 － 35.4    54 ＊＊

（2） 

（5） （10） － － （47） － 

35 

（35.1） (62)＊＊

15 － － 25 － 30 31.2 70 
10 － 8 25 － 25 31.4 68 
10 － 8 － 27 － 31.2 45 

（10） － （8） － （33） － （31.2） （51） 
15 － － 15 20 － 31.2 50 

（15） － － （10） （28） － （31.1） （53） 
5 10 － － 31 － 31.0  46 ＊＊

3 

（5） （10） － － （38） － 

31 

（31.1）   (53)＊＊

15 － － 15 － 35 29.0 65 
10 － 8 15 － 30 29.1 63 
10 － 10 － 20 － 29.0 40 

（10） － （8） － （28） － （29.0） （46） 
15 － － 10 20 － 29.5 45 

（15） － － （15） （20） － （29.2） （50） 
5 10 － － 28 － 29.4  43 ＊＊

4 

（5） （10） － － （34） － 

29 

（29.3）   (49)＊＊

15 － － 15 － 25 25.2 50 
10 － 8 15 － 15 25.4 48 
10 － 8 － 16 － 25.2 34 

（10） － （8） － （20） － （25.4） （38） 
15 － － 10 12 － 25.1 37 

（15） － － （10） （15） － （25.2） （40） 
10 － 19 － － － 25.2 29 ＊ 
5 10 － － 20 － 25.0  35 ＊＊

6 

（5） （10） － － （25） － 

25 

（25.2）   (40)＊＊

15 － － 10 － 20 23.5 45 
10 － 9 10 － 10 23.2 39 
10 － 10 － 10 － 23.5 30 

（10） － （10） － （12） － （23.4） （32） 
15 － － 10 10 － 24.0 35 

（15） － － （10） （10） － （23.0） （35） 
10 － 17 － － － 23.6 27 ＊ 
5 11 － － 15 － 23.0  31 ＊＊

8 

（5） （10） － － （20） － 

23 

（23.0）   (35)＊＊

15 － － 10 － 10 21.0 35 
10 － 7 10 － 10 21.6 37 
10 － 7 － 10 － 21.1 27 

（10） － （8） － （11） － （21.3） （29） 
10 － 14 － － － 21.2 24 ＊ 
5 10 － － 13 － 21.1  28 ＊＊

12 

（5） （10） － － （16） － 

21 

（21.2）   (31)＊＊

15 － － 10 － 10 21.0 35 
10 － 5 10 － 10 20.0 35 
10 － 5 － 10 － 19.5 25 

（10） － （5） － （10） － （18.5） （25） 
10 － 10 － － － 18.0   20 ＊ 
5 10 － － 10 － 19.5    25 ＊＊

20 

（5） （10） － － （10） － 

18 

（18.5） (25)＊＊
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表 8-7                           設計期間20年・信頼度50％ 

交通量区分Ｎ7 舗装計画交通量（台／日・方向） 3,000 以上 （従来のＤ交通） 
上  層  路  盤 下層路盤 目標値 設計値 

大 粒 径 瀝青安定 
設 計 

Ｃ Ｂ Ｒ 
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ 
混 合 物 

アスコン 処 理 
粒調砕石 粒調 Fe 処理 ｸﾗ ｯ ｼ ｬ ﾗ ﾝ ＴA ＴA 合計厚 

20 － － 30 － 60 45.5 110 
15 － 10 35 － 40 45.2 100 
15 － 10 － 40 － 45.0 65 

（15） － （8） － （53） － （45.2） （76） 
20 － － 10 40 － 45.5 70 

（20） － － （10） （48） － （45.1） （78） 
10 11 － － 46 － 45.1  67 ＊＊

（2） 

（10） （10） － － （58） － 

45 

（45.1）  (78)＊＊

20 － － 30 － 40 40.5 90 
15 － 9 30 － 30 40.2 84 
15 － 8 － 34 － 40.1 57 

（15） － （9） － （40） － （40.2） （64） 
20 － － 10 30 － 40.0 60 

（20） － － （10） （37） － （40.1） （67） 
10 10 － － 39 － 40.4  59 ＊＊

3 

（10） （10） － － （47） － 

40 

（40.1）  (67)＊＊

20 － － 20 － 40 37.0 80 
15 － 10 15 － 35 37.0 75 
15 － 7 － 30 － 37.1 52 

（15） － （7） － （37） － （37.2） （59） 
20 － － 10 25 － 37.2 55 

（20） － － （10） （30） － （37.0） （60） 
10 12 － － 30 － 37.1  52 ＊＊

4 

（10） （10） － － （40） － 

37 

（37.0）  (60)＊＊

20 － － 20 － 25 33.2 65 
15 － 8 20 － 20 33.4 63 
15 － 9 － 20 － 33.2 44 

（15） － （8） － （26） － （33.1） （49） 
20 － － 10 18 － 33.4 48 

（20） － － （15） （18） － （33.3） （53） 
15 － 23 － － － 33.4 38 ＊ 
10 14 － － 20 － 33.2  44 ＊＊

6 

（10） （10） － － （32） － 

33 

（33.4）   (52)＊＊

20 － － 15 － 20 30.2 55 
15 － 8 － － 35 30.1 58 
15 － 9 － 15 － 30.4 39 

（15） － （8） － （20） － （30.4） （43） 
20 － － 10 12 － 30.1 42 

（20） － － （10） （15） － （30.2） （45） 
15 － 19 － － － 30.2 34 ＊ 
10 10 － － 20 － 30.0  40 ＊＊

8 

（10） （10） － － （25） － 

30 

（30.2）   (45)＊＊

20 － － 10 － 15 27.2 45 
15 － 9 － － 20 27.2 44 
15 － 8 － 11 － 27.4 34 

（15） － （8） － （13） － （27.2） （36） 
20 － － 10 10 － 29.0 40 

（20） － － （10） （10） － （28.0） （40） 
15 － 15 － － － 27.0 30 ＊ 
10 10 － － 15 － 27.2  35 ＊＊

12 

（10） （10） － － （18） － 

27 

（27.1）   (38)＊＊

20 － － 10 － 10 26.0 40 
15 － 7 － － 10 23.1 32 
15 － 5 － 10 － 24.5 30 

（15） － （5） － （10） － （23.5） （30） 
15 － 10 － － － 23.0   25 ＊ 
10 10 － － 10 － 24.5    30 ＊＊

20 

（10） （10） － － （10） － 

23 

（23.5） (30)＊＊
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〔注１〕＊は、路盤全厚に加熱アスファルト混合物を用いるフルデプスアスファルト舗装工法

である。＊＊は、急速施工や耐流動性の向上などの特徴を有する大粒径アスファルト舗装

工法である。 

〔注２〕（  ）内は、粒調Fe処理材をヤード混合方式により混合した場合（等値換算係数a=0.45）

の舗装構成を示す。 

〔注３〕粒調Fe処理材を使用する構成を、新規路床構築と併用して採用する場合は、Fe石灰に

よる路床構築を標準とする。 

〔注４〕設計ＣＢＲ（２）は、設計ＣＢＲが３未満の２となるが、路床を改良することが困難

な場合に適用し、舗装構成と別に 15cm～30cmのしゃ断層を設ける。ただし、粒調Fe処理

材を路床上に舗設する場合は、しゃ断層を兼ねるため必要としない。 

〔注５〕交通量区分Ｎ1，Ｎ2 ならびにＳ1，Ｓ2 の 1 層あたりの厚さは、最小厚さの関係から、

1cm単位とする。 

〔注６〕上記表は、瀝青安定処理のマーシャル安定度は 3.43kN 以上、クラッシャランの修正Ｃ

ＢＲ30％以上として計算している。 

〔注７〕粒調Fe処理材面での交通開放は原則として禁止し、保護層を兼ねた瀝青安定処理や粒

調砕石をその上に舗設して交通開放を行うことを条件とする。 

〔注８〕粒調Fe処理材上に粒調砕石を舗設する構成は、大型車交通量が少ない（従来のＡ交通

以下）場合、瀝青安定処理を用いることが不経済となることを考慮して開発した工法で

あり、施工中および施工後に不同沈下が懸念される新設道路等において、粒調砕石面で

の一次開放を条件に適用し、層厚は5～10cmとする。 

〔注９〕粒調Fe処理材上に5cm厚の粒調砕石を舗設する構成は、重交通路線では砕石上に5cm以

上のアスコンを舗設して、交通開放を行うことを条件とする。 

〔注 10〕表記した大粒径アスコンは、耐流動性の向上とアスファルト再生骨材の有効活用を推

進する目的で採用した材料である。なお、本材料の配合設計や構造設計にあたっては、

平成６年２月に当時の建設省・中国地方建設局中国技術事務所他が作成した「ＱＲＰ工

法 設計・施工技術指針（案）」に当面は準ずることとするが、実施にあたっては主管課

と協議のこと。 



透水性コンクリート舗装工 
 

１．適用範囲 

透水性コンクリート舗装工の機械施工（一層敷きならし厚 25 ㎝まで）に適用する。 

 

２．路盤工 

路盤のかきお越し、敷きならし、路盤材の締固め、散水作業は、「第４編第１章①路盤工」による。 

 

３．型枠工 

３－１ 人工数 

型枠工における人工数は、次表を標準とする。 

表３．１ 人工数                             （１日当り） 

名   称 単 位 数    量 

世 話 役 人 ０．８ 

特殊作業員 人 １．５ 

普通産業員 人 ３．３ 

 

３－２ 日当り施工量 

型枠工の設置・撤去における日当り施工量は、次表を標準とする。 

表３．２ 日当り施工量（型枠設置・撤去延長）  （１日当り） 

種   別 単 位 数    量 

型枠工設置・撤去 ｍ ７５ 

 

３－３ 諸雑費 

諸雑費は、型枠材の損料等の費用であり、労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限とし

て計上する。 

表３．３ 諸雑費        （％） 

諸 雑 費 ７ 

 

４．舗設工 

舗設工は、敷きならし、転圧、養生マットの設置・撤去、散水、目地切り及び目地材充填までの

作業とする。 

４－１ 使用機械 

舗設工における使用機械は、次表を標準とする。 

表４．１ 使用機械 

名  称 規       格 単位 数 量

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ  全自動、輸入クローラ式、3～12ｍ 台 １ 

振 動 ロ ー ラ  排出ガス対策型、搭乗型、タンデム型 8～10ｔ 台 ２ 

タイヤローラ  排出ガス対策型、8～20ｔ 台 １ 

（注）振動ローラは、賃料とする。 
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４－２ 人工数 

舗設工における人工数は、次表を標準とする。 

表４．２ 人工数                （１日当り） 

名   称 単 位 数    量 

世 話 役 人  １．６ 

特殊作業員 人  ７．６ 

普通産業員 人 １１．１ 

 

４－３ 日当り施工量 

舗設工における日当り施工量は、次表を標準とする。 

表４．３ 日当り施工量（舗装面積）       （１日当り） 

一般交通の影響 
種   別 単 位 

影響なし 影響あり 

舗 装 工 ㎡ ６７０ ６１０ 

（注）一般交通の影響ありとは、片側交互交通規制を行い施工する場合である。 

 

４－４ 諸雑費 

諸雑費は、養生マット、目地材料、振動ローラ（ハンドガイド式）、散水車、コンクリートカッ

ター、空気圧縮機（排出ガス対策型）の費用であり、労務費、機械賃料、機械損料及び運転経費

の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表４．４ 諸雑費        （％） 

諸 雑 費 ２４ 

 

 

５．コンクリートの使用量 

舗設用透水コンクリートの使用量は、次式による。 

使用量（）＝設計面積（㎡）×舗設厚（ｍ）×（１＋Ｋ）……………式５．１ 

                    Ｋ：補正係数 

表５．１ 補正係数（Ｋ） 

補正係数（Ｋ） ＋０．０４ 
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６．単価表 

（１）型枠工 100ｍ当り単価表 

名  称 規      格 単位 数  量 摘  要 

世  話  役  人 0.8*100/D 表 3.1、3.2 

特 殊 作 業 員  人 1.5*100/D 表 3.1、3.2 

普 通 作 業 員  人 3.3*100/D 表 3.1、3.2 

諸  雑  費  式 1 表 3.3 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

 

（２）舗設工 100 ㎡当り単価表 

名  称 規      格 単位 数  量 摘  要 

世 話 役  人  1.6*100/D 表 4.2、4.3 

特 殊 作 業 員  人  7.6*100/D 表 4.2、4.3 

普 通 作 業 員  人 11.1*100/D 表 4.2、4.3 

透水性ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ    式 5.1 

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 全自動輸入ｸﾛｰﾗ式、3～12ｍ 日    1*100/D 表 4.1、4.3 

振 動 ﾛ ｰ ﾗ 賃 料 
排出ｶﾞｽ対策型 

搭乗式、タンデム型、8～10ｔ 
日    2*100/D 表 4.1、4.3 

タ イ ヤ ロ ー ラ 排出ガス対策型、8～20ｔ 日    1*100/D 表 4.1、4.3 

諸 雑 費  式 1 表 4.4 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

 

（３）機械運転単価表 

機械名称 規      格 適用単価表 指 定 事 項 

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 全自動輸入ｸﾛｰﾗ式、3～12ｍ 機－１８ 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→139 

機械損料数量→1.67 

 

振 動 ロ ー ラ 

排出ｶﾞｽ対策型 

搭乗式、タンデム型、8～10ｔ 
機－２８ 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→70 

機械損料数量→1.50 

タ イ ヤ ロ ー ラ 排出ガス対策型、8～20ｔ 機－１８ 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→41 

機械損料数量→1.36 
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地質調査市場単価 

機械ボーリング（土質ボーリング・岩盤ボーリング） 

日当たり作業量 

日当たり作業量は下表を標準とする。 

表１．６土質ボーリングの日当たり作業量 

日当たり作業量 
種  別 ・ 規  格 単位

ｵｰﾙｺｱ ﾉﾝｺｱ 
粘性土・シルト ｍ 4.6 7.0 
砂・砂質土 〃 3.4 6.0 
礫混じり土砂 〃 1.2 4.0 
玉石混じり土砂 〃 0.6 2.0 

φ 66㎜ 

固結シルト・固結粘土 〃 2.8 4.0 
粘性土・シルト ｍ 4.0 6.0 
砂・砂質土 〃 2.9 5.0 
礫混じり土砂 〃 1.0 3.0 
玉石混じり土砂 〃 0.5 2.0 

φ 86㎜ 

固結シルト・固結粘土 〃 2.4 4.0 
粘性土・シルト ｍ 3.2 5.0 
砂・砂質土 〃 2.3 4.0 
礫混じり土砂 〃 0.8 3.0 
玉石混じり土砂 〃 0.4 2.0 

φ 116㎜ 

固結シルト・固結粘土 〃 1.9 3.0 
工期算定等にあたっては、作業条件による補正は行わない。 

 

表１．７岩盤ボーリングの日当たり作業量 

日当たり作業量 
種  別 ・ 規  格 単位

ｵｰﾙｺｱ ﾉﾝｺｱ 
軟岩 ｍ 4.0 4.4 
中硬岩 〃 3.0 3.6 
硬岩 〃 3.0 3.1 
極硬岩 〃 2.0 2.4 

φ 66㎜ 

破砕帯 〃 2.0 2.4 
軟岩 ｍ 4.0 4.1 
中硬岩 〃 3.0 3.3 
硬岩 〃 3.0 2.8 
極硬岩 〃 2.0 2.3 

φ 76㎜ 

破砕帯 〃 2.0 2.3 
軟岩 ｍ 4.0 3.7 

φ 86㎜ 
中硬岩 〃 3.0 3.1 

工期算定等にあたっては、作業条件による補正は行わない。 
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揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）による揚土 県

１－１ 揚土工
１－１－１ 適用範囲

本項は、浚渫土砂のグラブ浚渫船またはガットバージによる揚土工事に適用する。

１－２－１ 揚土
１－２－２ 施工フロー

回 航 ・ え い 航
（ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船，ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ）

グラブ浚渫

土運船運搬

揚 土
（ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼ）

回 航 ・ え い 航
（ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼ）

注）本項の歩掛は、 の部分である。

１－３ 代価表作成手順
［揚土土捨費の積算］

１－４

・１日当り浚渫土砂量 揚 土 船 の
・施工数量、工期、運転時間→ 規 格 決 定 →①揚土船規格
・供用係数、土捨場の受入土 ↑ (ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)

量の制約等 経 済 比 較
・作業船在港状況

„
１－５

①揚土船規格 ②揚錨船規格
船 団 構 成 の 決 定 →

(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)→ ③引船規格
・現場条件

„
１－６

・土質 ④１時間当り揚土能力
→ １時間当り揚土能力算定 →

①揚土船規格 ⑤土量の標準変化率
(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)

„

・バージ接舷頻度
→ 能 力 係 数 の 選 定 →⑥作業時間区分能力係数

・障害物撤去作業の頻度

„

⑤土量の標準変化率
・土運船の規格
・グラブ浚渫船の１時間当り→ １日当り運転時間の算定 →⑦１日当り運転時間

浚渫量、運転時間 （ 大8h／日）
④１時間当り揚土能力
⑥作業時間区分能力係数

„
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④１時間当り揚土能力
⑥作業時間区分能力係数 → １日当り揚土量の算定 →⑧１日当り揚土量
⑦１日当り運転時間

„
①揚土船規格
(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)
②揚錨船規格
③引船規格 → 代 価 表 の 作 成 →・揚 土
⑦１日当り運転時間 １日（ ｍ ）当り代価表３

⑧１日当り揚土量
・供用係数

［拘束費の積算］

①揚土船規格
(ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ) ⑨拘束費対象船種

拘束費計上条件の検討 →
・検測待ちの有無 → ⑩拘束費対象日数
・経層探査の有無
・その他現場条件

„

⑨拘束費対象船種 ・揚土船規格
→ 代 価 表 の 作 成

⑩拘束費対象日数 (ｸﾞﾗﾌﾞ浚渫船,ｶﾞｯﾄﾊﾞｰｼﾞ)
→

拘束１式当り代価表

１－４ 揚土船の規格選定

現場条件による規格の検討 施工数量、工期、運転時間、供用係数、

１日当り揚土量による規格検討 土捨場の受入土量の制約等

↓

入手可能船舶調査による規格選定

↓

① 上記の規格選定により選定された揚土船の
複数規格が在港している場合は、在港している規格

経済比較（対象規格が複数ある場合） について経済比較する。
② 上記の規格選定により選定された揚土船の
いずれの規格も在港していない場合は、回航費を含
め経済比較する。

↓

規 格 決 定

１－５ 船団構成
１）揚土船の規格区分

グラブの規格区分 実装グラブの範囲（ｍ ） 摘 要３

2.5 ｍ 1.5＜ ≦ 3.5３

グラブ浚渫船は
3 〃 2.5＜ ≦ 3.5

普通地盤用適用
5 〃 3.5＜ ≦ 7.0
9 〃 7.0＜ ≦11.5
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２）標準的な船団構成

グラブ浚渫船（普通地盤用）
揚 錨 船 摘 要

ガットバージ
鋼 Ｄ 2.5 ｍ 鋼 Ｄ 3ｔ吊 グラブ浚渫船３

〃 3 〃 〃 3 〃 ガットバージ
〃 5 〃 〃 5 〃 グラブ浚渫船
〃 9 〃 〃 10 〃 グラブ浚渫船

注）1.浚渫船規格に対する揚土船規格は、１日当り浚渫量に適した規格とする。
2.揚描船は、浚渫箇所と揚土箇所が同一区域の場合等、現場条件により計上しない

ことができる。
3.揚土船の退避が頻繁に生じる場合等、現場条件により引船を計上することができる。

１－６ 施工歩掛
１）作業能力

(1) １日当り揚土量
揚土船の１日当り揚土量は、１日当り浚渫土砂量とする。ただし、複数の場所から土砂が運搬

されてくる場合は、揚土船の揚土能力、運転時間を考慮して決定する。

(2) １日当り揚土時間
１日当り揚土時間は、次式により算定する。なお、揚土船の１時間当り揚土量が異なる複数の

土砂を揚土する場合（土質の違い等）、１日当り揚土時間は、複数の土砂を合成（平均）した１
時間当り揚土量に対して決定する。その場合、次式のｑ ／ｆ、ｑ ／ｆの代わりに以下の数値を０ ２

代入する。

ｑ Ｖ０

＝ （小数２位四捨五入）
ｉｆ Ｖ

Σ（ ）
０ｉｑ

ｉｆ

ｑ Ｖ２
＝ （小数２位四捨五入）

ｉｆ Ｖ
Σ（ ）

２ｉｑ
ｉｆ

ｑ ：当該土質のグラブ浚渫船１時間当り浚渫量（ｍ ／h）０ｉ
３

ｑ ：当該土質の揚土船１時間当り揚土量（ｍ ／h）２ｉ
３

ｆ ：当該土質のグラブ浚渫土量の標準変化率ｉ

Ｖ ：全浚渫量（ｍ ）３

Ｖ ：当該土質の浚渫量（ｍ ）ｉ
３

０ｑ
Ｂ×0.8×ｆ Ｔ ｆ

１日当り揚土時間（h／日）＝ × ＝ ×Ｔ
２ ２ｑ Ｂ×0.8×ｆ ｑ

ｑ ｆ０

（小数１位切上げ、整数止め。 大8h／日）

ｆ ：グラブ浚渫土砂の標準変化率
Ｂ ：土運船の公称泥艙容量（ｍ ）３

ｑ ：グラブ浚渫船１時間当り浚渫量（ｍ ／h）０
３

ｑ ＝ｑ×Ｅ ×Ｅ ×Ｅ （小数２位四捨五入）０ １ ２ ３

ｑ ：グラブ浚渫船（普通地盤用）１時間当り浚渫能力（ｍ ／h）３

Ｅ ：土厚区分能力係数１
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Ｅ ：海象条件区分能力係数２

Ｅ ：水深区分能力係数３

１）作業能力 参照「１節 ３．グラブ浚渫工、３－１－６ 施工歩掛、 」

ｑ ：揚土船１時間当り揚土量（ｍ ／h）２
３

ｑ ＝ ｑ ×Ｅ （小数２位四捨五入）２ １ ４

ｑ ：揚土船１時間当たり揚土能力 （ｍ ／h）１
３

Ｅ ：作業時間区分能力係数４

ｑ ：揚土船１時間当たり揚土能力 （ｍ ／h）１
３

２ｑ'×Ｋ×60
ｑ ＝１

Cm
ｑ' ：グラブ容量（ｍ ）３

Ｋ ：揚土船の掘削効率
Cm ：揚土船のサイクルタイム（s）

Ｔ ：グラブ浚渫船（普通地盤用）１日当り運転時間（h／日、標準は8h／日）

(3) 能力係数等

能力係数 良 好 普 通 悪 い 摘 要

Ｅ 作業時間区分 0.95 0.90 0.80４

作業時間区分の補足表

作業時間区分 作業時間区分の適用明細

良 好 バージ離接舷頻度が少なく、障害物除去作業がない。

普 通 標準的な条件の場合

悪 い バージ離接舷頻度が頻繁で、障害物除去作業が多い。

揚土船の掘削効率（Ｋ）とサイクルタイム(Cm)

ｸﾞﾗﾌﾞ容量 ｸﾞﾗﾌﾞ容量 ｸﾞﾗﾌﾞ容量
土 質 2.5ｍ 3ｍ 5ｍ 9ｍ 摘 要３ ３ ３ ３

分 類 (浚渫時) Ｎ値、状態 Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm
(普通地盤浚渫) 10未満 1.00 1.05 1.10 （参考）
粘 土 質 土 砂 10～30 〃 0.95 1.00 1.05
(普通地盤浚渫) 10 〃 1.00 1.05 1.10
砂質・ﾚｷ混り土砂 10～30 〃 0.95 75 1.00 80 1.05 90
(硬土盤浚渫）
粘土質・砂質・ﾚｷ混り土砂 30～50 〃 0.95 1.00 1.05 砂利・砕石・鉱さい
(硬土盤・岩盤浚渫) 軟質･中質
岩 盤 硬 質 0.80 0.85 0.90 割石

注）土質は、グラブ浚渫における現地盤の土質分類による。

(4) 拘束費
浚渫船の浚渫完了後の検測待ちに関連して必要と認められる場合は、揚土船・揚錨船の拘束費

を計上する。
ただし、一工事で揚土船を複数隻使用する場合は、１隻のみを計上する。なお、一工事で使用

する揚土船の規格が異なる場合は、大型規格船の拘束費を計上する。
その他、浚渫に伴う経層探査等の期間で拘束費を計上する必要があると認められる場合は、対

象となる隻数の拘束費を計上する。なお、検測待ちにおける拘束費については、既設のＲＴＫＧ
ＰＳ基準局（固定局）を利用した施工が可能な場合は計上しない。
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揚土船団の拘束費計上日数

区 分 拘束費計上日数 対象作業内容 摘 要

必要な場合のみ
完了後 1 日 検測待ち

複数船団の場合は大型の１船団

その他 必要な日数 経層探査待ち等 対象となる隻数

２）代価表
(1) 揚土 １日（ ｍ ）当り３

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

揚 土 船 運転 鋼Ｄ ｍ 日 1 運 Ｈ／就10Ｈ３

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ ｔ吊 〃 1 就業8Ｈ

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 運2Ｈ／就8Ｈ

雑 材 料

注）1.揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）の 大運転時間は、８時間である。
2.揚描船の船員は計上しないものとする。なお、揚描船は現場条件により計上し

ないことができる。
3.引船は、現場条件により計上することができる。

(2) 揚土船拘束 １式当り

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

揚 土 船 供用 鋼ＤＥ PS型 日

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ ｔ吊 〃

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃

注）1.揚土船、揚錨船の拘束日数は、検測待ち、経層探査待ち等、現場条件に応じて
必要な日数を計上する。

2.揚描船の船員は計上しないものとする。なお、揚描船は現場条件により計上し
ないことができる。

3.引船は、現場条件により計上することができる。

３）土運船運搬工
土運船運搬工は を適用し、「バー「１節 ８．土運船運搬工、８－１－２ グラブ浚渫土運搬」

ジアンローダ船または空気圧送船」を、「揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）」と読み替える
ものとする。

「８－１－２－５ 施工歩掛、１）引船押船および土運船の１日当り所要隻数・運転時ただし、
(2) 土運船運搬後、バージアンローダ船または空気圧送船により土捨する場合」については下間、

記「(１)土運船運搬後揚土船（グラブ浚渫船・ガットバージ）により土捨する場合」によるものと
する。

１－７ 回航・えい航

による。「５章１節 回航・えい航費」
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捨 石 投 入 に お け る 瀬 取 り 工 県

１ 適用範囲
本項は、係船岸等構造物の捨石工事でガット船等による直接投入が不可能な場合に行われる瀬取

り投入に適用する。
直接投入が不可能な場合とは、搬入航路上の水深・幅・高さ制限等がある場合をいう。
本運用歩掛は、水深４ｍ未満、材料運搬距離片道２ｋｍ以下を標準とするが、運搬距離が大きい

場合、台船及び引船の数量については別途計上できる。

２．瀬取り
２－１ 代価表作成手順
［瀬取り投入の積算］

２－２
（瀬取り投入）
・現場条件、水深、搬入航路 → 瀬取りの必要性の

検 討

„
２－２

・現場条件 → 投入形態の選定 → ①自積方式、台船方式、
・作業半径 二次投入方式の別

„

・作業半径 → クレーン付台船の → ②クレーン付台船の規格
規 格 の 選 定

„

②クレーン付台船の規格 → 船団構成（台船・引 → ③台船・引船の規格
船の規格）の選定

„
２－３

④能力補正係数
・対象施設 → （施設区分能力補正係数）
・施工区分（暫定、完成） → 能力補正係数の選定 （施工区分能力補正係数）
・投入厚さ （厚さ区分能力補正係数）
・施工水深（現地盤の水深） （水深区分能力補正係数）
・天端幅 （天端幅区分能力係数）
・施工規模（投入量） （ ）施工規模区分能力補正係数
・投入区分（瀬取り投入） （投入区分能力補正係数）

„

④能力補正係数 → １ 日 当 り → ⑤1日当り投入指示量
投入指示量の算定

„
・標準断面積
・M.L.W.L. → １ 日 当 り → ⑥1日当り投入量
⑤１日当り投入指示量 投 入 量 の 計 算

„

①自積方式、台船方式、二次 → クレーン付台船の → ⑦クレーン付台船１日当り排
投入方式の別 １日当り排出量の選定 出量

②クレーン付台船の規格

„

⑥１日当り投入量 → クレーン付台船の → ⑧クレーン付台船運転日数
⑦クレーン付台船１日当り排出量 運 転 日 数 の 計 算 ⑨台船・引船運転日数

„
①自積方式、台船方式、二次 →
投入方式の別 代 価 表 の 作 成 →・瀬取り投入

⑥1日当り投入量 1日（扱い数量 ｍ ）当り３

②クレーン付台船の規格
③台船・引船の規格 代価表
⑧クレーン付台船運転日数
⑨台船・引船運転日数
・供用係数
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２－２ 施工方式
１）瀬取り投入
（１）瀬取り投入

瀬取り投入

（２）投入形態

投入形態は以下のものを対象とする。

自積方式と台船方式の選択については、以下の条件による。

・基本は、自積方式とする。なお、以下の条件の場合台船方式を選択できる。
・材料運搬経路で、桁下等の障害がある場合。
・その他、現場条件で台船方式が適している場合。

①自積方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から捨石を投入す

るクレーン付き台船の甲板部分に積み込み、このクレーン付き台船を投入地まで曳航し投
入するタイプ。

②台船方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から捨石を台船等

に積み込み、この台船を投入地まで曳航し、クレーン付き台船に接舷し投入を行うタイプ。

③二次投入方式
投入地にて、材料運搬船（ガット船等）を投入用のクレーン付き台船に接舷し捨石を材

料運搬船からクレーン付き台船に積み替えて投入するタイプ。

積 込 運 搬 投 入

自積方式

台船方式

二次投入
方式
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２）投入指示
投入指示は、潜水士船による。ただし、対象部分は、Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.以下の水中部のみとする。

３）作業半径によるクレーン付台船の選定
クレーン付台船の規格は下表の瀬取り投入に必要な作業半径から選定する。

作業半径Ｒ クレーン規格

１６ｍ未満 ５０ｔ吊

16m以上19m未満 ８０ｔ吊

19m以上24m未満 １００ｔ吊

24m以上31m未満 １５０ｔ吊

注）1.Ｒ＝31m以上は別途考慮する。
付属資料－１ 作業能力等 １．起重機船、クレーン等の規格と2.作業半径Ｒは、「

」を参照する。性能 ３）クレーン付台船

４）作業船組合せ
以下の組合せを標準とする。

施工方式 自積方式 台船方式 二次投入方式
クレーン

付台船規格 引 船 台 船 引 船 引 船

５０ｔ吊 鋼Ｄ450ps 鋼Ｄ450ps

８０ｔ吊 鋼Ｄ500ps 500t積 鋼Ｄ450pｓ 鋼Ｄ500ps

１００ｔ吊 鋼Ｄ550ps 鋼Ｄ550ps

１５０ｔ吊 鋼Ｄ600ps 鋼Ｄ600ps

注）この組合せによりがたい場合は、別途考慮する。

２－３ 施工歩掛
１）作業能力
（１）投入指示量

①能力算定式
Ｑ＝ｑ×（1.00＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ）×Ｅ （小数１位四捨五入）１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

Ｑ ：潜水士船１日当り投入指示量（扱い数量、ｍ ／日）３

ｑ ：潜水士船１日当り標準投入指示量（900ｍ ／日）３

Ｅ ：施設区分能力補正係数１

Ｅ ：施工区分能力補正係数２

Ｅ ：厚さ区分能力補正係数３

Ｅ ：水深区分能力補正係数４

Ｅ ：天端幅区分能力補正係数５

Ｅ ：施工規模区分能力補正係数６

Ｅ ：投入区分能力補正係数７
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②能力係数等

係 数 区 分 補正係数 摘 要
外 郭 施 設 0.00 施設区分の補足表参照

Ｅ 施設区分１
係 留 施 設 0.20
暫 定 断 面 0.20 暫定断面とは、後続工事で引き続

Ｅ 施工区分２
完 成 断 面 0.00 き同一箇所の捨石を施工する場合

1ｍ未満 －0.05 捨石厚さは、「(3) 捨石厚さの決
Ｅ 厚さ区分 1～5ｍ 〃 0.00 定方法」により決定する。３

5ｍ以上 0.20
10ｍ未満 －0.10 平均干潮面（Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.）から

Ｅ 水深区分４
10ｍ以上 0.00 の現地盤の水深をいう。

天 端 幅 10ｍ未満 －0.20 天端幅より施工延長が短い場合は
５Ｅ

区 分 10ｍ以上 0.00 施工延長により天端幅区分を決定
500ｍ 未満 －0.15 施工規模区分には材料割増しを含３

施工規模
Ｅ 500～5,000ｍ 〃 0.00 む。また、捨石の規格別、種類別６

３

区 分
5,000～10,000ｍ 〃 0.10 の投入量とする。３

10,000ｍ 以上 0.25３

Ｅ 投入区分 瀬取り投入 下表参照 ｸﾚｰﾝ付台船１隻当たりに対する７

能力係数。
材料割増しを含む。

投入区分の選定

自積方式 台船方式 二次投入方式

Ｅ ０．３９ ０．２８ ０．５４７

施設区分の補足表

施 設 区 分 施設区分の適用明細
外 郭 施 設 護岸（防波）
係 留 施 設 岸壁、物揚場、護岸（一般）

（２）瀬取り投入量
①１日当り瀬取り投入量

１日当りの瀬取り投入量は、１日当り投入指示量（Ｖ）とする。

②主作業船の運転日数
イ．クレーン付台船

［１日当り投入指示量］
［運転日数］＝ （小数２位四捨五入）

［１日当り排出量］

施工形態別１日当り排出量 （扱い数量 ｍ ／日）３

クレーン付台船 自積方式 台船方式 二次投入

５０ｔ吊 ２７０ ３９０ ６４０

８０ｔ吊 ３００ ４２０ ７８０

１００ｔ吊 ３１０ ４５０ ８７０

１５０ｔ吊 ３５０ ５１０ １１００
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２）代価表
（１）瀬取り投入 １日（扱い数量 ｍ ）当り３

①自積方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要

３捨 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運４Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

②台船方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要

３捨 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

台 船 500t積 日 就業８Ｈ

引 船 鋼Ｄ450PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

注）引船はクレーン付台船と同じ日数を計上し、台船はその２倍を計上する。
ただし、材料運搬距離の条件等で別途引船及び台船の数量を決定する場合は、
この限りでない。

③二次投入方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要

３捨 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む
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被 覆 石 投 入 に お け る 瀬 取 り 工 県

１ 適用範囲
本項は、係船岸等構造物の被覆石工事でガット船等による直接投入が不可能な場合に行われる瀬

取り投入に適用する。
直接投入が不可能な場合とは、搬入航路上の水深・幅・高さ制限等がある場合をいう。
本運用歩掛は、水深４ｍ未満、材料運搬距離片道２ｋｍ以下を標準とするが、運搬距離が大きい

場合、台船及び引船の数量については別途計上できる。

２．瀬取り
２－１ 代価表作成手順
［瀬取り投入の積算］

２－２
（瀬取り投入）
・現場条件、水深、搬入航路 → 瀬取りの必要性の

検 討

„
２－２

・現場条件 → 投入形態の選定 → ①自積方式、台船方式、
・作業半径 二次投入方式の別

„

・作業半径 → クレーン付台船の → ②クレーン付台船の規格
規 格 の 選 定

„

②クレーン付台船の規格 → 船団構成（台船・引 → ③台船・引船の規格
船の規格）の選定

„
２－３

④能力補正係数
・対象施設 → （施設区分能力補正係数）
・施設天端の水深 → 能力補正係数の選定 （水深区分能力補正係数）
・施工規模（扱い投入数量） （施工規模区分能力補正係
・投入区分（瀬取り投入） 数）

（投入区分能力補正係数）

„

④能力補正係数 → １ 日 当 り → ⑤1日当り投入指示量
投入指示量の算定

„
・標準断面積
・M.L.W.L. → １ 日 当 り → ⑥1日当り投入量
⑤１日当り投入指示量 投 入 量 の 計 算

„

①自積方式、台船方式、二次 → クレーン付台船の → ⑦クレーン付台船１日当り排
投入方式の別 １日当り排出量の選定 出量

②クレーン付台船の規格

„

⑥１日当り投入量 → クレーン付台船の → ⑧クレーン付台船運転日数
⑦クレーン付台船１日当り排出量 運 転 日 数 の 計 算 ⑨台船・引船運転日数

„

①自積方式、台船方式、二次 → 代 価 表 の 作 成 →・瀬取り投入
投入方式の別 1日（扱い数量 ｍ ）当り３

⑥1日当り投入量
②クレーン付台船の規格 代価表
③台船・引船の規格
⑧クレーン付台船運転日数
⑨台船・引船運転日数
・供用係数
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２－２ 施工方式
１）瀬取り投入
（１）瀬取り投入

瀬取り投入

（２）投入形態

投入形態は以下のものを対象とする。

自積方式と台船方式の選択については、以下の条件による。

・基本は、自積方式とする。なお、以下の条件の場合台船方式を選択できる。
・材料運搬経路で、桁下等の障害がある場合。
・その他、現場条件で台船方式が適している場合。

①自積方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から被覆石を投入

するクレーン付き台船の甲板部分に積み込み、このクレーン付き台船を投入地まで曳航し
投入するタイプ。

②台船方式
瀬取り地と投入地が異なり、瀬取り地にて材料運搬船（ガット船等）から被覆石を台船

等に積み込み、この台船を投入地まで曳航し、クレーン付き台船に接舷し投入を行うタイ
プ。

③二次投入方式
投入地にて、材料運搬船（ガット船等）を投入用のクレーン付き台船に接舷し被覆石を

材料運搬船からクレーン付き台船に積み替えて投入するタイプ。

積 込 運 搬 投 入

自積方式

台船方式

二次投入
方式
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２）投入指示
投入指示は、潜水士船による。ただし、対象部分は、Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.以下の水中部のみとする。

３）作業半径によるクレーン付台船の選定
クレーン付台船の規格は下表の瀬取り投入に必要な作業半径から選定する。

作業半径Ｒ クレーン規格

１６ｍ未満 ５０ｔ吊

16m以上19m未満 ８０ｔ吊

19m以上24m未満 １００ｔ吊

24m以上31m未満 １５０ｔ吊

注）1.Ｒ＝31m以上は別途考慮する。
付属資料－１ 作業能力等 １．起重機船、クレーン等の規格と2.作業半径Ｒは、「

」を参照する。性能 ３）クレーン付台船

４）作業船組合せ
以下の組合せを標準とする。

施工方式 自積方式 台船方式 二次投入方式
クレーン

付台船規格 引 船 台 船 引 船 引 船

５０ｔ吊 鋼Ｄ450ps 鋼Ｄ450ps

８０ｔ吊 鋼Ｄ500ps 500t積 鋼Ｄ450pｓ 鋼Ｄ500ps

１００ｔ吊 鋼Ｄ550ps 鋼Ｄ550ps

１５０ｔ吊 鋼Ｄ600ps 鋼Ｄ600ps

注）この組合せによりがたい場合は、別途考慮する。

２－３ 施工歩掛
１）作業能力
（１）投入指示量

①能力算定式
Ｑ＝ｑ×（1.00＋Ｅ ＋Ｅ ＋Ｅ ）×Ｅ （小数１位四捨五入）１ ２ ３ ４

Ｑ ：潜水士船１日当り投入指示量（扱い数量、ｍ ／日）３

ｑ ：潜水士船１日当り標準投入指示量（750ｍ ／日）３

Ｅ ：施設区分能力補正係数１

Ｅ ：水深区分能力補正係数２

Ｅ ：施工規模区分能力補正係数３

Ｅ ：投入区分能力補正係数４
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②能力係数等

係 数 区 分 補正係数 摘 要
外 郭 施 設 0.00 施設区分の補足表参照

Ｅ 施設区分１
係 留 施 設 0.20
10ｍ未満 －0.10 平均干潮面（Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.）から

Ｅ 水深区分２
10ｍ以上 0.00 の現地盤の水深をいう。

500ｍ 未満 －0.15 施工規模区分には材料割増しを含３

施工規模
Ｅ 500～5,000ｍ 〃 0.00 む。また、捨石の規格別、種類別３

３

区 分
5,000～10,000ｍ 〃 0.10 の投入量とする。３

10,000ｍ 以上 0.25３

Ｅ 投入区分 瀬取り投入 下表参照 ｸﾚｰﾝ付台船１隻当たりに対する４

能力係数。
材料割増しを含む。

投入区分の選定

自積方式 台船方式 二次投入方式

Ｅ ０．３９ ０．２８ ０．５４４

施設区分の補足表

施 設 区 分 施設区分の適用明細
外 郭 施 設 護岸（防波）
係 留 施 設 岸壁、物揚場、護岸（一般）

（２）瀬取り投入量
①１日当り瀬取り投入量

１日当りの瀬取り投入量は、１日当り投入指示量（Ｖ）とする。

②主作業船の運転日数
イ．クレーン付台船

［１日当り投入指示量］
［運転日数］＝ （小数２位四捨五入）

［１日当り排出量］

施工形態別１日当り排出量 （扱い数量 ｍ ／日）３

クレーン付台船 自積方式 台船方式 二次投入

５０ｔ吊 ２７０ ３９０ ６４０

８０ｔ吊 ３００ ４２０ ７８０

１００ｔ吊 ３１０ ４５０ ８７０

１５０ｔ吊 ３５０ ５１０ １１００
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２）代価表
（１）瀬取り投入 １日（扱い数量 ｍ ）当り３

①自積方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要

３被 覆 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運４Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

②台船方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要

３被 覆 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

台 船 500t積 日 就業８Ｈ

引 船 鋼Ｄ450PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む

注）引船はクレーン付台船と同じ日数を計上し、台船はその２倍を計上する。
ただし、材料運搬距離の条件等で別途引船及び台船の数量を決定する場合は、
この限りでない。

③二次投入方式

名 称 形 状 寸 法 単位 数量 摘 要

３被 覆 石 ｍ

クレーン付台 船 t吊 日 運６Ｈ／就８Ｈ

引 船 鋼Ｄ PS型 日 運２Ｈ／就８Ｈ

潜 水 士 船 運転 D70PS型 3～5t吊 日 １ 就業８Ｈ

雑 材 料 バケット損料を含む
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ケーソン回航用蓋取付け・取外し歩掛について 県

ケーソン回航用蓋取付け・取外しの歩掛については、下記の歩掛を使用することができる。

ケーソン回航用蓋取付け・取外し歩掛 （３函当り）
数 量

名 称 形 状 寸 法 取 付 取 外 摘 要
単 陸上(陸 海上(海 海上(海
位 上ｸﾚｰﾝ) 上ｸﾚｰﾝ) 上ｸﾚｰﾝ)

ケーソン回航用
木 製 防 水 蓋 ㎡ 転用なし
ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ (油)16t吊 〃 １．０ 標準運転時間
ｸﾚｰﾝ付台船運転 35～40t吊 〃 １．１ ０．５ 運2H/就8H
引 船 運 転 鋼D300PS型 〃 １．１ ０．５ 運2H/就8H
普 通 作 業 員 人 （１）
雑 材 料 ％ ０．５

（１）ケーソン回航用蓋取付け・取外しの１００㎡当りの作業員人数 （１００㎡当り）
単

名 称 形 状 寸 法 位 数 量 摘 要
取 付 取 外

普 通 作 業 員 人 ４．３ ３．２
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安全費における安全監視船の計上について 県

１．安全監視船を計上する必要がある場合の判断について
現場条件を的確に把握することにより必要額を適正に積算する。計上の対象となる場合は以下

のとおりとする。

①船舶交通がふくそうする海域、視界の悪い海域を曳航する場合、または追随性の悪い物（ケー
ソン等）を曳航する場合等で、特に安全監視船を必要とする場合。

②上記以外で、所轄の海上保安部との協議や地元説明会などで安全監視船を配置するよう指導が
あった場合、または条件が付された場合。

２．安全監視船の積算方法について
①安全監視船の数量については、安全監視船が必要となる作業工程ごとの数量を標準作業量で除

して必要延べ実日数を計上する。（作業工程ごとの数量は小数第２位四捨五入、計上数量は小
数点以下切り上げ）

②工事数量の増減や新たに安全監視船を配置する場合など、発注者側の指示による場合以外は、
数量の変更は行わないものとする。（実績による精算等は行わない）

③計上数量は参考資料において明示する。

３．その他
安全監視船が必要となる区域、工種および隻数（隻／日）等については、特記仕様書において

施工条件を明示する。
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土質調査積算基準（港湾・漁港関係）
［運用］

本運用は、土質調査積算基準に記載されていない事項、また、解釈についての
当面の運用を長崎県が独自に制定したものである。

当面の運用基準は以下のとおりである。

土質調査積算基準
１ 適用の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９
２ 足場の設定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９
３ 機材・足場の運搬・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９
４ 足場損料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０
５ 成果品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１
６ 成果品費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１
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土質調査積算基準

１ 適用の範囲

この積算基準は、港湾・漁港における土質調査を委託により実施する場合に適用

する。なお、この積算基準に定めのないものについては、港湾・漁港請負工事積算

基準（長崎県）によるものとする。

２ 足場の設定基準

足場の設定基準は、港湾・漁港請負工事積算基準 ３－３－３仮設費（１）足場

の設定基準による。但し、現場条件が海上でスパット台船が設置できる場合、水深

２５ｍまではスパット台船を原則とする。

３ 機材・足場の運搬

①　機材運搬の基地は、長崎、佐世保、伊万里、福岡とする。実施において近傍の工事現場より回送さ

　れた場合は、設計変更で対応する。なお、参考図書にはどこから運搬を計上したか明示しておくこと。

②　機材運搬（２往復・1台当り）運転日数 （赤本　3-3-9）

往復平均距離（km） 運転日数

　25ｋｍ未満 1.0

25km以上～50km未満 1.5

50km以上～75km未満 2.0

75km以上～100km未満 2.5

クレ－ン付トラックの規格は赤本３－３－９による。

③　代価表（機材運搬）　　一式当り （赤本　3-3-10）

ｽﾊﾟｯﾄ台船

ト ラ ッ ク ｸ ﾚ ｰ ﾝ 付 日 ー 標準運転時間
ﾄ ﾗ ｯ ｸ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 20 ｔ 吊 （ 油 ） 〃 ー 2 標準運転時間
普 通 作 業 員 人 4 6

運 搬 費 式 ー 1

雑 材 料 ％ 0.5 0.5

注）1.足場の運搬費は別途計上し、雑材料の対象としないものとする。

　　2.単管足場は海上足場を標準とし、陸上足場については、ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝと同時に運搬するものとし、足場の運搬

　　　費は計上しない。

④　足場の種類によるトラック規格

種　　　　類 形状・寸法

平　坦　足　場

単　管　足　場 　　　　　設計・調査及び測量業務

スパット台船 　　　　水深　５m 　　　　　積算基準 一般土木（参３－２－４）

〃 　　　　水深１０m

〃 　　　　水深１５m

〃 　　　　水深２０m

〃 　　　　水深２５m

鋼　　製　　櫓 櫓長　　　　　２０ｍ　

　　　〃　　２５ｍ 港湾漁港　運用

　　　〃　　３０ｍ （運用損料4）

4.0

175km以上～200km未満 4.5

運転日数

3.0100km以上～125km未満

125km以上～150km未満

150km以上～175km未満

往復平均距離（km）

3.5

２３．０ｔ

２６．７ｔ

２９．０ｔ

摘　　　要

0.5

単 管 足 場

ー

ー

4

1

0.5

名　　　　称 形状寸法 単位 機 材
ﾎ ﾞ ｰ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
ﾏ ｼ ﾝ 等

摘　　　　要

トラック規格

ー

数　　　　　　　　　　　　量

足　　　　　　場

鋼 製 櫓

ー

2

6

1

２ｔ車×１台

１０ｔ車×１台

１０ｔ車×２台

１０ｔ車×３台

１０ｔ車×３台

１０ｔ車×３台

１０ｔ車×３台

１０ｔ車×３台

１０ｔ車×３台
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４ 足場損料

足場損料の算定は、港湾・漁港請負工事積算基準 ３－３－３仮設費（５）損料

によるものとする。なお、供用期間の各日数・係数は以下のとおりとする。

： 鋼製櫓 （４日） ［組立：２日、解体２日］・足場組立解体日数

スパット台船（２日） ［組立：１日、解体１日］

． ［ ］・陸 上 供 用 係 数： １ ６５ 仮設材等供用日数 によるM
： 下表のとおり・足場設置撤去移設各日数(１回当り)

足場設置撤去移設各日数(１回当り)

名称・航行距離 設 置 撤 去 移 設 摘 要

作業船運転時間鋼 製 櫓 以下 ． 日 ． 日 ． 日8.2k 0 50 0 50 0 50

以下 ． 日 ． 日 ． 日19.2km 0 75 0 75 0 75

スパット台船 以下 ． 日 ． 日 ． 日4.8km 0 25 0 25 0 25

以下 ． 日 ． 日 ． 日18.6km 0 50 0 50 0 50

以下 ． 日 ． 日 ． 日32.4km 0 75 0 75 0 75

： 現場条件により算出・ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ日数累計

： 現場条件により算出・原位置試験及び乱さない資料採取日数累計

： １．６５・海 上 供 用 係 数

： 「港湾・漁港請負工事積算基準 ３－３－１運搬費（２）・運 搬 日 数

機材運搬」によるものとし、離島はフェリー乗船時間を

考慮する。

運搬日数 ＝ 機材運搬 往復・ 台当り 運転日数／２ ＋ 乗船時間(往復)〔 （ ） 〕2 1
（ ） （ ）足場の往復運搬日数 離島の場合考慮する

、 。・補 正 日 数：調査の工程により足場を拘束する場合は その日数を考慮する

参考

（例）機材運搬（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ）（離島）ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ１台　陸路２５ｋｍ未満及びフェリー乗船時間２時間の場合

名　　　　称 形状寸法 単位 数量
ト ラ ッ ク ｸ ﾚ ｰ ﾝ 付 2t 日 1.0
普 通 作 業 員 人 4.0

雑 材 料 ％ 0.5

フ ェ リ ー 運 賃 回 4.0

ﾄﾗｯｸ供用（離島） 2ｔ積 日 1.0

（例）機材運搬（足場）（離島）スパット台船水深１０ｍ　陸路２５ｋｍ未満及びフェリー乗船時間４時間の場合

名　　　　称 形状寸法 単位 数量

ﾄ ﾗ ｯ ｸ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 賃 料 20ｔ吊（油） 日 2.0

普 通 作 業 員 人 6.0

貨 物 自 動 車 運 賃 1０ｔ車　25ｋｍ迄 回 4.0

フ ェ リ ー 運 賃 回 8.0

ﾄﾗｯｸ供用（離島） 1０ｔ積 日 4.0 (※11t積を準用)

③　代価表より

4日（2往復）×乗船時間／8

摘　　　　　　要

③　代価表より

③　代価表より

4日（2往復）×乗船時間／8×ﾄﾗｯｸ台数

摘　　　　　　要

③　代価表より

③　代価表より
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５ 成果品

県発注の土質調査の成果品は、報告書２冊＋電子ファイル１式（ 等）MO CD-R
を標準とし、ＮＥＲＣへの成果品登録費（２０，０００円／件 消費税別 諸経

費対象外）を別途積上計上する。

６ 成果品費

当面の間「書類＋電子ファイル 式」となることから、港湾漁港請負工事積算基1
準 平成 年度 の 報告書印刷製本費 を計上する ただし 電子納品( )（ ） 「 」 。 、16 CALS
をおこなう場合は港湾漁港請負工事積算基準による。
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設計業務等の外注費積算基準
（港湾・漁港関係）

［運用］

本運用は、設計業務等の外注費積算基準に記載されていない事項、また、解釈
についての当面の運用を長崎県が独自に制定したものである。

当面の運用基準は以下のとおりである。

１ 適用の範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３
２ 設計業務の外注費積算 第２節 積算価格の内訳についての運用

（１） 技術経費率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３
３ 設計業務の外注費積算基準 第３節 設計業務委託

設計業務の外注費積算基準 参考資料－１ 基本設計業務
設計業務の外注費積算基準 参考資料－２ 実施設計業務委託
設計業務の外注費積算基準 参考資料－３ 限界状態設計法による細部設計業務
についての運用
（１）設計協議・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４
（２）波浪推算（基本設計業務）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４
（３）基本断面算定（基本設計業務）・・・・・・・・・・・・・・・・・２４
（４）計上数量（基本設計業務・実施設計業務 １式当たり歩掛）・・・・２５
（５）基礎部の計算（１検討断面）・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５
（６）標準Ｌ型ブロック構造の取り扱い・・・・・・・・・・・・・・・・２５
（７）設計計算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５
（８）細部設計（限界状態設計法）における設計波の算定・・・・・・・・２５
（９）細部設計の計算版数、作図版数・・・・・・・・・・・・・・・・・２５
（１０）セルラーブロックの細部設計（限界状態設計法）・・・・・・・・２６
（１１）設計業務におけるコスト縮減対策について・・・・・・・・・・・２６
（１２）長崎県建設技術研究センター(ＮＥＲＣ)への成果品登録費・・・・２６
（１３）業務成果品費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６

４ エネルギー平衡方程式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７
５ 浮桟橋設計

（１）浮体式係船岸（浮体部）基本設計・・・・・・・・・・・・・・・・２８
（２）浮体式係船岸（杭係留装置）基本設計・・・・・・・・・・・・・・２８
（３）浮体式係船岸（チェーン係留装置）基本設計・・・・・・・・・・・２８
（４）浮体式係船岸（浮体部＋杭係留部）基本設計・・・・・・・・・・・２９
（５）浮体式係船岸（浮体部＋チェーン係留部）基本設計・・・・・・・・２９
（６）橋台基本設計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０
（７）連絡橋基本設計・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０
（８）連絡橋基本設計（人道橋）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０
（９）細部設計（浮体式係船岸本体）・・・・・・・・・・・・・・・・・３１
（１０）細部設計（電気防食（浮体部））・・・・・・・・・・・・・・・３１
（１１）細部設計（電気防食（杭係留部））・・・・・・・・・・・・・・３１
（１２）細部設計（照明）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１
（１３）実施設計（橋台）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１
（１４）技術経費率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２

参考資料１ 計算版数及び作図版数算定例（細部設計）・・・・・・・・・・３３
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設計業務等の外注費積算基準（運用）

１．適用の範囲

この運用は、港湾・漁港における設計委託を実施する場合に適用する。なお、この運用

、 （ ） 。に定めのないものについては 港湾・漁港請負工事積算基準 長崎県 によるものとする

２．設計業務等の外注費積算基準 第２節 積算価格の内訳についての運用

（１） 技術経費率

)技術経費率は、港湾・漁港請負工事積算基準 設計業務の外注費積算基準 ２－３技1
術経費率による。但し、実施設計の技術経費率は、２０％とする。

)同一設計業務等に各構造形式が混在し、技術経費率が異なる場合は、その設計業務の2
支配的（金額で判断）な構造形式の技術経費率とする。

（ 、 、 、 、基本設計 細部設計 実施設計を同時発注する場合は 各々の技術経費率を計上し

技術経費率が異なる場合は、各々において支配的な構造形式の技術経費率とする ）。

)「支配的（金額で判断 」とは、技術経費率を計上した金額で判断する。3 ）

港－23



３．設計業務の外注費積算基準 第３節 設計業務委託

設計業務の外注費積算基準 参考資料－１ 基本設計業務

設計業務の外注費積算基準 参考資料－２ 実施設計業務委託

設計業務の外注費積算基準 参考資料－３ 限界状態設計法による細部設計業務

設計業務の外注費積算基準 参考資料－４ 許容応力度設計法による細部設計業務

についての運用。

（１） 設計協議

設計協議は、下表によるものとし、直接人件費として諸経費の対象とする。

（設計協議歩掛の標準）

A B主任技師 技師 技師

2.0 3.0 1.0基本設計の場合（打ち合わせ３回）

0.5 2 1.0 0.5 2 1.0 0.5 2 1.0細部設計の場合（打ち合わせ２回） × ＝ × ＝ × ＝

0.5 2 1.0 1.0 2 2.0実施設計の場合（打ち合わせ２回） × ＝ × ＝

2.0 3.0 1.0基本設計＋細部設計の場合 基本 基本 基本

0.5 0.5 0.5（打ち合わせ４回） 細部 細部 細部

2.5 3.5 1.5計 計 計

2.0 3.0 1.0基本設計＋実施設計の場合 基本 基本 基本

0.0 0.5 1.0（打ち合わせ４回） 実施 実施 実施

2.0 3.5 2.0計 計 計

2.0 3.0 1.0基本設計＋細部設計＋実施設計の場合 基本 基本 基本

0.5 0.5 0.5（打ち合わせ５回） 細部 細部 細部

0.0 0.5 1.0実施 実施 実施

2.5 4.0 2.5計 計 計

（２） 波浪推算（基本設計業務）

港湾・漁港請負工事積算基準 設計業務の外注費積算基準 ６－３波浪推算の「沖波の

推算」の１波向きは１方向と考える。

「波浪変形計算」の１形状は、平面形状が変わらなければ波向・波浪緒元が変化しても

１形状とする。

回折の計算については下表によるものとする。

１形状当り

名 称 技師（ ) 技師（ ) 技師（ ) 技術員A B C
0.5 0.5 0.5 1.0回折

（３） 基本断面算定（基本設計業務）

基本設計業務で、比較断面なしで発注する場合、港湾・漁港請負請負工事積算基準 設

計業務の外注費積算基準 ７－３基本断面算定は計上しない。
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（４） 計上数量（基本設計業務・実施設計業務 １式当たり歩掛）

基本設計業務及び実施設計業務で、設計計画、照査については１施設当たり１式を計上

し、報告書作成については１設計書当たり１式を計上する。

（５） 基礎部の計算（１検討断面）

円形すべり・偏心傾斜荷重の検討で港内外及び常時地震時は１検討断面とする。

縦断方向の検討の場合は検討断面を追加する。

（６） 標準Ｌ型ブロック構造の取り扱い

係船岸に「標準Ｌ型ﾌﾞﾛｯｸ構造」を使用する場合は、諸安全率並びに底面反力等は既に

計算されているので、基本設計は計上しない。但し、地盤支持力あるいは地盤改良等の検

討が必要な場合は、該当する項目の検討費用を計上する。

（７） 設計計算

暫定時の設計計算については、完成時の設計計算歩掛に下記の補正率により計上するも

のとする。

構造形式 補正率

防波堤 岸壁 護岸

ケーソン式

セルラーブロック式

ブロック式 ３０％ ５０％ ５０％

コンクリート単塊式

直立消波ブロック式

傾斜堤の設計計算については下表によるものとする。

（設計計算（防波堤）に追加）１検討断面について構造形式当り

技師（ ) 技師（ ) 技師（ ) 技術員A B C
傾斜堤（消波ﾌﾞﾛｯｸ・捨

0.5 0.5 0.5 0.5石）

（８） 細部設計（限界状態設計法）における設計波

、 。 、予条件として与えるものとしている波浪観測データが無い場合は 別途計上する なお

諸経費は対象外とする。

（９） 細部設計の計算版数、作図版数

ケーソン、セルラーブロック、Ｌ型ブロックの計算版数及び作図版数は 「参考資料１、

計算版数及び作図版数算定例（細部設計 」による。）
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（１０） セルラーブロックの細部設計（限界状態設計法）

防波堤に使用するセルラーブロックの細部設計は、港湾・漁港請負工事積算基準 設計

業務の外注費積算基準 参考資料－３ ５標準歩掛 ⑤Ｌ型・セルラーブロックの細部設

計に、②ケーソン細部設計の「設計波の算定（使用限界・疲労限界）及び配筋計算（疲労

限界 」を加算する。）

（１１） 設計業務におけるコスト縮減対策について

基本設計時に特記仕様書記載要領（港湾漁港編）によりコスト縮減留意書作成について

特記仕様書に明示し、その作業について積算で別途計上すること。

１構造物当たり 主任技師０．５人

技師Ａ １．０人

コンサルタントから、中間打ち合わせ時又は、成果品納入時にコスト縮減留意書を提出

、 、 。してもらうことを原則とするが 提案がなかった場合 設計変更で作業手間を落とすこと

（１２） 長崎県建設技術研究センター（ ）への成果品登録費NERC
県事業の成果品は、報告書２冊＋電子ファイル１式（ 等）とし、 へのMO CD-R NERC

成果品登録費（２０，０００円／件 消費税別 経費対象外）を別途積上計上する。

（実施設計については計上しない 【 技第 号 ）。 】11 275

（１３） 業務成果品費

当面の間「書類＋電子ファイル 式」となることから、港湾漁港請負工事積算基1
準 平成 年度 の 報告書の印刷費用等 を計上する ただし 電子納品( )（ ） 「 」 。 、16 CALS
をおこなう場合は港湾漁港請負工事積算基準による。
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4.エネルギ-平衡方程式（3方向）

主任技師　技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 計
解析条件の設定 0.1 1 2.1
計算モデル作成 1 1.5 2.8
報告書作成 0.5 0.9 1
計算結果照査 0.5 0.9

計 0.6 1.9 3.6 2.4 3.8

１.　　発注者が提示した資料（沖波）で推算する場合の標準単価である。
２.　　1方向増減する毎に10％増減する。
３.　　回折図が必要な場合は別途計上する。
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5．浮桟橋設計

（１）浮体式係船岸（浮体部）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
利用・自然条件設定 0.5 1 1
設計計算 0.4 0.9 2 2 1.3
比較断面図作成 0.5 1 1.5
概算数量算定 0.5 1 1.5
概算工費算定 1 0.5 1
施工性の検討 0.5 0.5
比較選定 0.5 0.5
浮体式全体一般図作成 0.1 0.4 0.5
報告書作成 0.5 1 1 1
照査 1 1

計 2.4 5.9 7.6 5.9 5.8

注）　１　本表は、杭係留方式の浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）の基本設計１函当たりの
　　　　　標準歩掛である。
　　　２　本歩掛には、３断面比較表作成手間を含む。（比較断面の詳細計算は含まず。）

（２）浮体式係船岸（杭係留装置）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
杭係留装置設計外力計算 0.4 0.8 1.3 1 0.8
杭係留装置設計計算 0.6 1.2 2 2.8 0.8
杭係留装置図面作成 0.4 0.8 1.4 2.1 2.2
杭係留装置数量計算 0.5 1.1 1.3 1.9
照査 1 1

計 1.9 5.3 6.8 7.2 5.7

注）　１　本歩掛には、杭係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　２　本歩掛には、係留杭の比較設計手間を含む。
　　　３　本歩掛には、現地状況に合わせた数量算出等の実施設計を含む。
　　　４　本歩掛は単杭・組杭に適用するが、特殊な組杭式となる場合は適用外とし、別途計上する。

（３）浮体式係船岸（チェーン係留装置）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
杭係留装置設計外力計算 0.4 0.7 1.1 0.8 0.8
杭係留装置設計計算 0.7 1.3 1.3 0.3
杭係留装置図面作成 0.4 0.7 1 1.1 1.2
杭係留装置数量計算 0.8 1.7 2 3.5
照査 1 1

計 1.3 4.9 6.1 5.2 5.8

注）　１　本歩掛には、ﾁｪｰﾝ係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　２　本歩掛には、現地地盤に合わせたｱﾝｶｰ方塊部の本体及び基礎工等の実施設計を含む。
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（４）浮体式係船岸（浮体部＋杭係留部）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
利用・自然条件設定 0.5 1 1
設計計算 0.4 0.9 2 2 1.3
比較断面図作成 0.5 1 1.5
概算数量算定 0.5 1 1.5
概算工費算定 1 0.5 1
施工性の検討 0.5 0.5
比較選定 0.5 0.5
杭係留装置設計外力計算 0.4 0.8 1.3 1 0.8
杭係留装置設計計算 0.6 1.2 2 2.8 0.8
杭係留装置図面作成 0.4 0.8 1.4 2.1 2.2
杭係留装置数量計算 0.5 1.1 1.3 1.9
浮体式全体一般図作成 0.1 0.4 0.5
報告書作成 0.5 1 1 1
照査 1 1

計 3.8 9.2 13.4 13.1 11.5

注）　１　本表は、杭係留方式の浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）の基本設計１函当たりの
　　　　　標準歩掛である。
　　　２　本歩掛には、３断面比較表作成手間を含む。（比較断面の詳細計算は含まず。）
　　　３　本歩掛には、杭係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　４　本歩掛には、係留杭の比較設計手間を含む。
　　　５　本歩掛には、現地地盤に合わせた数量算出等の実施設計を含む。
　　　６　本歩掛は単杭・組杭に適用するが、特殊な組杭式となる場合は適用外とし、別途計上する。

（５）浮体式係船岸（浮体部＋チェーン係留部）基本設計 １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計画 0.5 1
利用・自然条件設定 0.5 1 1
設計計算 0.4 0.9 2 2 1.3
比較断面図作成 0.5 1 1.5
概算数量算定 0.5 1 1.5
概算工費算定 1 0.5 1
施工性の検討 0.5 0.5
比較選定 0.5 0.5
ﾁｪｰﾝ係留装置設計外力計算 0.4 0.7 1.1 0.8 0.8
ﾁｪｰﾝ係留装置設計計算 0.7 1.3 1.3 0.3
ﾁｪｰﾝ係留装置図面作成 0.4 0.7 1 1.1 1.2
ﾁｪｰﾝ係留装置数量計算 0.8 1.7 2 3.5
浮体式全体一般図作成 0.1 0.4 0.5
報告書作成 0.5 1 1 1
照査 1 1

計 3.2 8.8 12.7 11.1 11.6

注）　１　本表は、チェーン係留方式の浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）の基本設計１函 　
　　　　　当たりの標準歩掛である。
　　　２　本歩掛には、３断面比較表作成手間を含む。（比較断面の詳細計算は含まず。）
　　　３　本歩掛には、チェーン係留装置の施工図面作成手間を含む。
　　　５　本歩掛には、現地地盤に合わせたｱﾝｶｰ方塊部の本体及び基礎工等の実施設計を含む。
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（６）橋台基本設計

　　検討する構造形式により異なるため、港湾漁港請負工事積算基準　第３部その他積算基準　第１編設計業務
　の外注費積算基準に準じて構造形式を選定し、その合計値とする。　
　　但し、参考資料－１　基本設計業務　５．設計計画、６－１利用自然条件設定、９－１報告書作成、１０照査は
　計上しない。

（７）連絡橋基本設計 １橋当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計算 1 2 3.5 5.5
設計図 5 7.5 11
数量計算 3 4 5.5
照査 0.5 0.5 1.5 2.5
報告書作成 0.5 0.5 1

計 1.5 3 13.5 20.5 16.5
　　　　　橋長補正式　　　y=0.936×L+76.60 (%)   L：桁の延長（エプロンを除く）
注）　１　本歩掛は、下路式鋼製プレートガーダ形式の浮桟橋連絡橋の基本設計に適用する。
　　　２　桁の延長（Ｌ）は、１０ｍ～４０ｍを適用範囲とする。
　　　３　橋長補正係数は、小数２位を四捨五入して小数１位とする。
　　　４　電算機使用料は、直接経費として、上記歩掛の１％を計上する。
　　　５　上記歩掛には、施工図面作成手間を含む。
　　　６　歩掛補正方法：標準歩掛×（y/100+0.05)　

（８）連絡橋基本設計（人道橋） １橋当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計算 0.5 0.5 2.5 3
設計図 3 4.5 6
数量計算 1 2 2.5
照査 0.5 0.5 1.5 1.5
報告書作成 0.5 0.5 1

計 1 1.5 8.5 12 8.5
　　　　　橋長補正式　　　y=1.599×L+68.02 (%)   L：桁の延長（エプロンを除く）
注）　１　本歩掛は、鋼製浮桟橋連絡橋（人道橋）の基本設計に適用する。
　　　２　桁の延長（Ｌ）は、５ｍ～３５ｍを適用範囲とする。
　　　３　橋長補正係数は、小数２位を四捨五入して小数１位とする。
　　　４　電算機使用料は、直接経費として、上記歩掛の１％を計上する。
　　　５　上記歩掛には、施工図面作成手間を含む。
　　　６　歩掛補正方法：標準歩掛×（y/100+0.05)　
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（９）細部設計（浮体式係船岸本体） １タイプ当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

設計計算 1/件 1/件
配筋及び鋼殻計算 0.6/ﾀｲﾌﾟ 0.9/版 0.9/版 0.9/版
数量計算 2/ﾀｲﾌﾟ 2.5/ﾀｲﾌﾟ
図面作成 1/ﾀｲﾌﾟ 0.3/版 0.3/版 0.5/版
報告書作成 0.5/ﾀｲﾌﾟ 0.5/ﾀｲﾌﾟ 1.5/ﾀｲﾌﾟ 1.5/ﾀｲﾌﾟ
照査 0.5/ﾀｲﾌﾟ 1/ﾀｲﾌﾟ
付帯施設計算 0.5/ﾀｲﾌﾟ 0.5/ﾀｲﾌﾟ 0.5/ﾀｲﾌﾟ
付帯施設図作成 1/ﾀｲﾌﾟ 1/ﾀｲﾌﾟ 1/ﾀｲﾌﾟ

注）　１　本歩掛は、浮体式係船岸（鋼製、ハイブリッド製、鉄筋コンクリート製）本体の細部設計に適用する。
　　　２　配筋計算及び配筋図作成は、必要版数を算出して上記歩掛を乗じる。
　　　３　付帯施設等の計算（防舷材、係船柱等）及び作図の作業を含んでいる。
　　　４　浮体式の版数については、浮体形状を考慮の上決定すること。
　　＜参考＞　一般的な長方形浮体式で必要な版（壁）数は下記を参考とする。
　　頂版・底版・長手側壁・短手側壁・長手隔壁（水密）・短手隔壁（水密）・長手隔壁（非水密）・短手隔壁（非水密）
　　の計８版

（１０）細部設計（電気防食（浮体部）） １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

電気防食計算 0.4 0.4 0.4 0.1
電気防食図作成 0.4 0.8 1.1

計 0.4 0.8 1.2 1.2
注）　１　本歩掛は、浮桟橋（本体）の電気防食設計に適用する。
　　　２　本歩掛は、材料の比較設計を含む。

（１１）細部設計（電気防食（杭係留部）） １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

電気防食計算 0.3 0.5 0.5 0.1
電気防食図作成 0.3 0.7 0.9

計 0.3 0.8 1.2 1
注）　１　本歩掛は、浮桟橋（杭係留部）の電気防食設計に適用する。
　　　２　本歩掛は、材料の比較設計を含む。

（１２）細部設計（照明） １函当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

照明設計 0.5 0.8 1.2 1.4

計 0.5 0.8 1.2 1.4
注）　１　本歩掛は浮桟橋に設置する照明灯の設計に適用する。
　　　２　本歩掛は岸壁周辺における引込柱までを対象とする。
　　　３　給電・給水施設が必要な場合は別途計上する。

（１３）実施設計(橋台） １式当たり
主任技師 技師A 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

図面作成 0.5 2 1
数量計算 1 1.5
照査 0.5 1
報告書作成 0.5 0.5
計 0.5 2 3.5 2.5
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（１４）技術経費率

浮桟橋設計業務委託は、同一設計業務に各工種が混在するので、技術経費率は、その設計業務の支配的な工
種（金額で判断）の技術経費率とする。
（各々の工種の技術経費率は、下表を参照）

設計工種 技術経費率
（１）浮体式係船岸（杭係留）設計 40
（２）浮体式係船岸（チェーン係留）設計 40
（３）橋台設計 港湾漁港請負工事積算基準　2-3技術経費率による
（４）連絡橋設計 20
（５）連絡橋設計（人道橋） 20
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参考資料 1　計算版数及び作図版数算定例（細部設計）

ケーソン
Ａタイプ

計算版数＝(下表に示す） 作図版数＝５

　　　　　ａ 　　　　ａ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 7 7
使用限界 7 7
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 7

２ ２

③
４

１’
２

５

３

１

１’

１’

１

２

３

４

５

６ ７
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ケーソン
Bタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝６

ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 7 7
使用限界 7 7
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 7

ｂ

ｂ

ａ

１’１’

４

５

１

２

３

６ ７ １

１’

２

３

６’５’

６５

４
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ケーソン
Ｃタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝６

　　ｂ

　　ｂ

　　　　　ａ 　　　　ａ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 9 9
使用限界 9 9
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 9

１

２

３

４

５

６

７

８ ９ １

１’

１’

１’

２

３

４

６５

５’ ６’
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ケーソン
Dタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝５

　　　　　ａ 　　　　ｂ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 10 10
使用限界 10 10
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 10

②

１

２

３ ４

５ ６

７ ８

９ １０ １

１’

１’

１’

２ ２’

３ ３’

４ ５
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ケーソン
Ｅタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝６

　　ｃ

　　ｃ

　　　　　ａ 　　　　ｂ 　　　ａ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 14 14
使用限界 14 14
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 14

②

１

２

３ ４

５ ６

７ ８

９ １０

１１ １２

１３ １４ １

１’

１’

１’

１’
２’

１’

２

３

４

５ ６

３’

４’
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ケーソン
Fタイプ

計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝１２

　　　　　ａ 　　　　ｂ

計算版数

限界状態設計法
外郭施設 けい留施設

終局限界 20 20
使用限界 20 20
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 20

１

２

３ ４ ５

６ ７ ８

９ １０ １１

１２ １３

１５ １６ １７

１８ １９ ２０ １ ・ ２

７

８ ９ １０

７’ ７’

１４

１ ・ ２

１ ・ ２

１ ・ ２

１ ・ ２

１ ・ ２

１ ・ ２

１ ・ ２
３ ・ ４

５ ・ ６

３ ・ ４ ３ ・ ４

５ ・ ６５ ・ ６

１１ ・ １２

ｃ

ｄ

ｄ
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計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝７

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 9 9
使用限界 9 9
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 9

計算版数

セルラーブロック
Ａタイプ

○数字は2段目

３ ３
１

２

３

４

５

６

⑦

⑧

⑨

１

１’
２

３

４

１’

⑤

⑥

⑦
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計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝９

※底版が独立している場合においても同じ版数となる。

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 11 11
使用限界 11 11
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 11

計算版数

セルラーブロック
Ｂタイプ

○数字は2段目

３ ２
４３ ２

１

２

３

４

５

６ ７

⑧

⑨

⑩ ⑪
１

１’

１’

２

３

４ ５

⑥

⑦

⑧ ⑨

港－40



計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝１０

○数字は2段目　　　　□数字は3段目

※底版が独立している場合においても同じ版数となる。

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 12 12
使用限界 12 12
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 12

計算版数

セルラーブロック
Ｃタイプ

３
１

２

３

４

５

６

⑦

⑧

⑨

１

１

１

１

１’

１’

２

３

４

⑤

⑦

⑥

８

９

１
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計算版数＝（下表に示す） 作図版数＝７

限界状態設計法
外部施設 けい留施設

終局限界 14 14
使用限界 14 14
疲労限界 1タイプ 1タイプ

許容応力度法
計算版数 14

計算版数

セルラーブロック
Ｄタイプ

○数字は2段目

３

１

２

３ ４

５ ６

７ ８

９

⑩

⑫

⑪

⑬

⑭

１ １’

１’
２’

１’

２

３ ３’

４

⑤

⑥

⑦

⑥’

⑤’
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計算版数＝４ 作図版数＝３

計算版数＝６ 作図版数＝３

Ｌ型ブロック
　（けい留施設）

Ａタイプ

Ｌ型ブロック
　（けい留施設）

Ｂタイプ

４ １ ２

３

３’１

３

４

５

６ １

２

３

２

２’

２’１

３

２

１’
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